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豊橋市では、平成２３年度からの行財政改革の方針と具体的な取組を示すものとして、平成２３

年2月に「豊橋市行財政改革プラン」（以下「プラン」という。）を策定しました。 

まちづくりの基本指針である「第５次総合計画」の推進を支えていくため、これまで以上に市民、

地域の皆様とともに考え、力を合わせて行動するための仕組みづくりや職員の人材育成と組織の体

制強化など不断の行財政改革の取組を進めます。 

（１）目  的 多様な主体との協働・連携を通じた「豊橋の活力」の向上 

（２）計画期間 平成２３年度から平成２７年度までの５年間 

（３）経済的効果目標額 ７０億円 

（４）取組項目数など 基本方針３、重点推進項目１７、部局別行動計画の取組項目１５８（下図参照）

豊橋市行財政改革プランの概要 

【目的】 【２つの視点】 【３つの基本方針】  【重点推進項目】 【取組】

「
豊
橋
の
活
力
」
の
向
上

地
域
力

行
政
力

財政運営の自律性・健全性の

確保 

「自立と責任」の強化に 

向けた行政体制の整備 

市民等の公益的な地域活動の

推進 

重
点
推
進
項
目

部
局
別
行
動
計
画

15817
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指標１ 財政指標

指  標 
基礎数値 

（平成２1年度）

実績数値 

（平成２３年度）

実績数値 

（平成２４年度）

目  標 

（平成２７年度）

健

全

化

判

断

比

率

実質赤字比率 ― ― ― ― 

連結実質赤字比率 ― ― ― ― 

実質公債費比率  ８．９％  ８．６％ ８．１％  ９％ 

将来負担比率 ８８．０％ ５７．１％ ５２．０％ ９０％ 

経常収支比率 ８９．０％ ８６．８％ ８９．５％ ８５％ 

注：「実質赤字比率」及び「連結実質赤字比率」の数値欄の「－」は赤字がないことを示します。

指標２ 行政体制に関する指標

指  標 
基礎数値 

（平成 22 年 4 月 1 日現在）

実績数値 

（平成 24 年 4 月 1 日現在）

実績数値 

（平成 2５年 4月 1 日現在）

目  標 

（平成28年4月 1日現在）

普通会計部門等の定員 ２，２２４人 ２，１７９人 ２，１７７人 
２，０１４人 

《210 人(9.4%)減》

指標３ 協働の取組に関する指標

指  標 
基礎数値 

（平成２０年度）

実績数値 

（平成２４年度）

実績数値 

（平成２３年度からの累積）

目  標 

（平成２７年度）

新規に取り組んだ協働 

事業数 

２４件 

（１年間） 

２２件 

（１年間） 
５２件 

１２５件 

（５年間延べ）

注：この指標は、「豊橋市市民協働推進計画」と整合を図っています。 

指標４ 経済的効果に関する指標

指  標 
実  績 

（平成２４年度） 

実  績 

（平成２３年度からの累積）

目  標 

（平成23～27 年度までの累積）

歳入・歳出の見直しに

よる経済的効果額 
１，２８３，９９２千円 ２，２５４，３２９千円 ７０億円（４０億円）

注：経済的効果額は、歳入確保策や事業費・人件費の抑制による累積効果額です。 

注：（ ）は人件費の抑制による累積効果額です。 

プランにおける数値目標の達成状況 
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○歳入・歳出の見直しの状況 

（１）歳出の抑制 

項    目 平成２４年度 平成２３年度からの累積

定員管理の適正化（給与等の適正化を含む） ２６１，２１３千円 ５６０，４９０千円 

将来負担の適正化 １４５，６４１千円 ２９０，８０７千円 

民間活力の導入、事業の見直しと効率化の徹底 ５８６，０７９千円 ８８４，８０７千円 

合    計 ９９２，９３３千円 １，７３６，１０４千円

（２）歳入の増加 

項    目 平成２４年度 平成２３年度からの累積

市税の確実な収納、自主財源の確保 ２４２，８３６千円 ４３９，８４２千円 

受益者負担の適正化（使用料の見直し等） ４８，２２３千円 ７８，３８３千円 

合    計 ２９１，０５９千円 ５１８，２２５千円 

総括 

平成 24年度は、プランの計画期間2年目として、昨年度の内部評価・外部評価の結果を踏ま

え、部局別行動計画に掲げる158の取組項目の推進に努めました。 

各指標の実績数値において、財政指標については、地方債借入額を抑制した財政運営に努める

など、実質公債費比率と将来負担比率は、早期健全化基準を大きく下回りました。一方、経常収

支比率については、一般財源の扶助費や繰入金などへの充当額の増加、収入における市税等の減

少により数値が上昇しました。 

行政体制に関する指標については、業務執行体制の見直しに伴う民間委託化、嘱託化などで当

初計画 55人を上回る 67名を減員しましたが、被災地への職員派遣、消防力の強化・充実など

新たな行政需要への対応により65名の増員を要したため、結果2名の減となりました。 

協働の取組に関する指標については、シティプロモーション事業における民間団体への補助金

交付や自治会組織における防災・まちづくりの取組など、22 件の取組を新たな協働事業として

実施しました。 

経済的効果に関する指標については、過去に借りた高利率の地方債を低利のものへ借り換える

など歳出の抑制に努めたほか、市有地における未利用地の売却促進や市ホームページなどへのバ

ナー広告の拡大など収入確保の取組を進め、12億円余の経済的効果額を得ることができました。 

以上により、全体として、プランの取組は概ね順調な進捗状況であると考えられます。 

今後も、豊橋の活力向上に向け、行財政改革プランの取組内容の見直しを進め、目標達成に向

け継続的に努力する中で健全な財政運営に努めるとともに、市民とともに進めるまちづくりを着

実に推進することが重要であると考えています。 
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プランの実施にあたり、市担当部局による内部評価、豊橋市行財政改革プラン外部検証委員会に

よる書類評価及び公開プレゼンテーションを経る中で得られた評価・検証結果を公表するとともに、

部局においては次年度以降に向けての必要な見直しを行い、プランに掲げる目標の達成を目指しま

す。 

プランの進捗管理について 

職員は、プランの部局別行動計画に掲げる全１５８取組項目について、

プラン専用の評価シートを使用して進捗を管理します。 

内部評価 評価基準 

Ａ（計画を越える達成）  Ｂ（計画達成）  Ｃ（完了） 

Ｄ（未達成）  Ｅ（中止・保留） 

内部評価、書類評価及び公開プレゼンテーションの結果をとりまとめ、市

議会へ報告するとともに、ホームページ・広報とよはしを通じて公表しま

す。 

評価・検証の

とりまとめ 

／公表 

内部評価、書類評価及び公開プレゼンテーションの結果、さらには社会経

済状況の変化を踏まえ、部局において必要な見直しを行い、プランに掲げ

る目標の達成を目指します。 

結果の 

反映・活用 

外部検証 

委員会 

による評価 

外部検証委員会は、同委員会が選定する取組について、評価シートにより

取組の進捗度合を中心に、その妥当性等を評価・検証します。 

また、総合的な視点で市民生活に密接に関わる取組などを委員会で

１０テーマ程度選定し、公開プレゼンテーションを実施します。 

書 類 評 価 ＋ 

評価基準 

妥 当：全体計画において着実な進捗状況にあるもの 

要検討：進捗度合、取組手法等に検討を要するもの 

公開プレゼン 

テーション 
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部局別行動計画取組状況総括表 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

24 10 43 1 15 1

23 9 50 0 10 1

24 0 6 0 3 0

23 1 7 0 1 0

24 3 7 1 3 0

23 1 9 0 4 0

24 0 6 0 3 0

23 2 6 0 1 0

24 4 10 0 3 1

23 3 12 0 2 1

24 0 9 0 1 0

23 0 8 0 2 0

24 3 5 0 2 0

23 2 8 0 0 0

24 0 18 1 6 0

23 0 21 0 4 0

24 0 3 0 1 0

23 0 4 0 0 0

24 0 2 0 0 0

23 0 1 0 1 0

24 0 10 1 2 0

23 0 11 0 2 0

24 0 2 0 2 0

23 0 4 0 0 0

24 0 1 0 1 0

23 0 1 0 1 0

24 9 32 1 21 0

23 11 39 0 13 0

24 4 6 0 5 0

23 3 7 0 5 0

24 0 5 0 3 0

23 0 6 0 2 0

24 0 2 1 0 0

23 0 2 0 1 0

24 4 8 0 11 0

23 8 11 0 4 0

24 1 9 0 2 0

23 0 11 0 1 0

24 0 2 0 0 0

23 0 2 0 0 0

19 93 3 42 1
(12.0%) (58.9%) (1.9%) (26.6%) (0.6%)

20 110 0 27 1

(12.7%) (69.6%) - (17.1%) (0.6%)

合　　　　　　計

内部評価結果
計画の体系

取　組
項目数

⑬受益者負担の原則に立った使用料、手数料の
　適正化

⑭将来負担の適正化

⑮事業の見直しと効率化の徹底

重
点
推
進
項
目

⑦職員の人材育成と給与等の適正化

⑧政策推進を柱とした組織機構と定員管理の
　適正化

⑨自治体間の広域連携事業の推進

⑩評価・監査機能の見直しなど内部統制機能の
　強化

⑪総合的な危機管理体制の充実強化

⑯地方公営企業の経営健全化の推進

⑰市民にわかりやすい財政状況の公表と透明性の
　確保

重
点
推
進
項
目

⑫市税の確実な収納と自主財源の確保

④企業の公益的活動への参画機会の拡大による
　良質なサービスの提供

18

⑤行政情報の積極的な受発信と地域情報の共有化 10

重
点
推
進
項
目

⑥行政の協働推進体制の強化と効果的な支援策の
　推進

10

9

②地域団体等との協働事業の推進 14

③地域資源の発掘と積極的なプロモーション
　活動の推進

9

①市民の自主的・自立的な活動の推進

12

4

2

13

4

2

24

23

158

2

年度

基本方針
１　市民等の公益的な地域活動の推進

70

基本方針
２ 「自立と責任」の強化に向けた行政体制の整備

25

基本方針
３　財政運営の自律性・健全性の確保

63

15

8

3

23



- 6 - 

■全体の状況 

全１５８取組項目のうち、Ａ評価（１９取組）、Ｂ評価（９３取組）、Ｃ評価（３取組）を合わ

せた１１5取組（72.8%）が２４年度に掲げた目標を達成したとの評価となっています。 

一方、目標未達成のＤ評価（４２取組）、中止・保留のＥ評価（１取組）は、合わせて４３取組

（27.2%）となっています。 

初年度との比較では、Ａ評価及びＥ評価に大きな変化は見られなかったものの、Ｂ評価の割合

が減少し（10.7 ポイント減）、Ｄ評価が増加（9.5 ポイント増）しました。また、３つの取組が

Ｃ評価となりました。Ｄ評価は、特に基本方針３の重点項目⑮において増加が見られ、主な要因

は、経費の節減に努めてきたものの目標額に達しなかったためと考えられます。 

■基本方針別の状況 

基本方針１ ７０取組のうち５４取組（77.1%）が目標達成とされ、１６取組（22.9%）で

未達成と評価されました。 

基本方針２ ２５取組項目のうち１9 取組（76.0％）が目標達成とされ、６取組（24.0％）

で未達成と評価されました。 

基本方針３ ６３取組のうち４２取組（66.7%）で目標達成の評価であり、２１取組（33.3%）

で未達成と評価され、⑮の重点推進項目でＤ評価の割合が高くなっています。 

■全体の状況 

本年度は全１５８取組のうち、市における重要度の高いものや進捗に遅れの見られるもの（24

年度Ｄ・Ｅ評価、23年度「要検討」など）を中心に８４取組（53.2％）を選定し、各取組の進

捗度合や手法などの妥当性について、書類による外部評価を実施しました。 

その結果、８４取組のうち妥当と評価された取組は５３取組（63.1%）であり、要検討と評価

された取組は３１取組（36.9%）でした。 

要検討とされた３１取組は、いずれも取組方法等に見直しが必要であるなどの「取組の内容に

関するもの」となっています。 

このように、内部評価で進捗に遅れの見られる取組の多くが外部評価においても要検討と評価

されていることから、目標が未達成である要因の分析や外部評価を踏まえ、取組手法を改善する

など、さらなるプランの推進を図ることが必要と考えています。 

内部評価結果について 

外部評価結果について 
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区  分 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価 Ｅ評価 計 

基本方針１

妥 当 ６ １４ ０ ４ ０ ２４ 

要検討 ０ ６ １ １１ １ １９ 

小計 ６ ２０ １ １５ １ ４３ 

基本方針２

妥 当 ０ ４ １ ３ ０ ８ 

要検討 ０ １ ０ ３ ０ ４ 

小計 ０ ５ １ ６ ０ １２ 

基本方針３

妥 当 １ ５ １ １４ ０ ２１ 

要検討 ０ ２ ０ ６ ０ ８ 

小計 １ ７ １ ２０ ０ ２９ 

計 

妥 当 ７ ２３ ２ ２１ ０ ５３ 

要検討 ０ ９ １ ２０ １ ３１ 

合計 ７ ３２ ３ ４１ １ ８４ 

本年度は初年度と比べ外部評価を行った総取組数（８４取組）に対する「要検討」の割合が増加

しました。これは外部評価を行う取組の選定の際に、「進捗に遅れの見られるもの」を多く取り上げ

たことが挙げられます。８４取組項目のうち、外部評価「要検討」はＤ評価に対し２０取組と最も

多く、次いでＢ評価、Ｃ評価及びＥ評価の順となっており、それぞれの評価に対する割合は48.8%、

28.1%、33.3%、100％となっています。 

要検討の理由 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価 Ｅ評価 計 

内部評価による達成度評価が適切で

ないなどの達成度に関するもの 
０ ０ ０ ０ ０ ０ 

取組方法等に見直しが必要などの取

組の内容に関するもの 
０ ９ １ ２０ １ ３１ 

計 ０ ９ １ ２０ １ ３１ 

「要検討」とした理由は、取組手法や進捗のスピードアップを求めるなど「取組の内容に関する

もの」ばかりとなり、初年度に多く見受けられた「達成度（Ａ～Ｅ評価）に関するもの」はありま

せんでした。 

内部評価結果に対する外部評価の状況 

要検討の状況 
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部局別行動計画取組状況個別表 

計画

実績

70

9

総務部

文化市民部

福祉部

環境部

産業部

消防本部

総合動植
物公園部

14

文化市民部

取組内容 項目数 効果目標等

年次計画・実績

建設部

環境に対する市民意識の向上

遊休農地の減少

登録者数
現状(H22)　４３名
目標(H27)　５０名

住宅の耐震化率の向上

市民の市政への参画機会を拡大するため、新
たな参画手法により懇談会などを開催

市民自らが救命講習の指導者となるため、応
急手当指導員や応急手当普及員を育成

市民の生命や財産を守るため、自主的な耐震
化の取組を支援するとともに耐震化に関する
市民意識の醸成

遊休農地の解消と樹園地の再編を図るため、
市民の主体的な運営組織づくりを支援

「附属機関の設置及び運営の基準に関する要
綱」に基づく市民の市政への参画機会の拡大
を推進

市民とともにごみ減量や地球温暖化対策に取
り組むため、市民意識の醸成と家庭での自発
的な取組を促進

子育て支援の充実を図るため、こども未来館
の「ここにこサークル」のボランティアの育
成と活動の活性化を支援

自然史博物館の活性化を図るため、館内展示
等の案内、解説や資料整理に協力できる市民
ボランティアを育成

１　市民等の公益的な地域活動の推進

①市民の自主的・自立的な活動の推進

23 24 25 26 27

公募委員の拡大

新たなアスベスト被害の防止

ここにこサークル数
現状(H22) 22会場
目標(H27) 37会場

市民の市政参加の拡大

指導員・普及員数
４１６名(H22)の拡大

②地域団体等との協働事業の推進

市民の健康と生活環境を守るため、吹付けア
スベストに関する自主的な健康障害予防や生
活環境保全の取組を支援

さまざまな分野の地域人材育成講座の開催に
より地域人材を育成

講座開催数
2講座（毎年度）

新規

実施

オーナー

園開設検討

新規

実施

検討

新規

実施

新規

実施
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附属機関等の委員選定手法として、無作為抽出による募集の導入
に取り組み、１名が選任された。全体として公募による委員数が
３名、公募委員のいる附属機関数が２機関増加し、市民の市政参
画の推進が図られた。

Ｂ ― ―

男女共同参画審議会委員の委員選定において、無作為に抽出した
市民３００名に通知したところ３名の応募者があり、うち１名を
審議会委員に委嘱した。また、市民協働推進審議会の委員選定に
おいても、無作為に抽出した市民３００名に通知した。（選考お
よび委嘱は25年度）

Ｂ ― ―

新たな地域でここにこサークルを運営するボランティアの開拓と
育成に取り組み、新たに４会場でここにこサークルを開設した。

・ここにこサークル数　（Ｈ24）29会場

Ｂ 妥当
サークルの地域分布の計画をつくるなどの工夫が期待され
る。

環境に対する市民意識の向上を図る多様な環境イベント、環境講
座を開催した。それぞれの講座において参加者が増加した。

・環境講座等への参加者数　（Ｈ24）12,770人

Ｂ ― ―

樹園地体験農園としての柿のオーナー園開設に向けて、開設者と
検討を重ねたが、運営調整が整わず、鳥獣害による被害が重な
り、延期となった。

Ｄ 要検討
柿園での鳥獣被害は予測できたのではないか。鳥獣害への対
策も含め、同様の取組に関する先行の成功事例を参照し、運
営方法等を利害関係者間で密接に協議する必要がある。

耐震化の促進のため、住宅の耐震化の必要性及びそのための施策
である補助制度について広報紙、出前講座などを通して周知を
図ったが、補助制度の利用実績は前年度を下回った。

・木造住宅耐震補助制度の利用実績
　耐震診断　（Ｈ24）350棟　（Ｈ23）446棟
　耐震改修　（Ｈ24）051棟　（Ｈ23）156棟

Ｄ 要検討
23年度との比較において数値目標を設定したのは評価でき
る。設定した目標に対して8割以上の成果を出せるよう努力
して欲しい。

吹付けアスベストの分析調査事業及び除去等事業に関する補助制
度について、広報紙への掲載により市民周知を図り、１棟につい
て補助制度を利用してアスベスト除去を実施した。

・吹付けアスベスト補助制度の利用実績
   分析調査　（Ｈ24） 3棟　（Ｈ23） 1棟
　 除去等 　 （Ｈ24） 1棟　（Ｈ23） 0棟

Ｄ 要検討
実績値は僅かながら伸びているが、目標値と乖離がある。目
標値の設定が妥当と確信するならば、周知徹底の啓発方法に
ついて、今一度考える必要がある。

指導員講習会（1回）、普及員講習会（一般事業所対象・消防団対
象各1回）を開催し、新規指導員13名、新規普及員46名の育成を
図った。

・指導員・普及員数　（Ｈ24）537名

Ｂ ― ―

学習会等の研修を重ねることでボランティアとして技術が向上
し、ガイドツアーや標本製作等の活動が拡充した。

・登録者数　（Ｈ24）59名
　（24年度新規応募者12名　23年度からの継続者47名）

Ｂ ― ―

地域人材育成のため、主に市新規採用職員向けに「市民協働研
修」、自治会・各種団体役員向けに「まちづくり講習会」を開催
した。

・「市民協働研修」受講者 114名
・「まちづくり講習会」受講者 500名

Ｂ ― ―

平成２４年度

外部評価コメントの要旨主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

健康部

環境部

産業部

教育部

参加校区数
現状(H22)　   ４校区
目標(H27)　１９校区

現状(H22)　2園
H23～園の希望を把握し実施

取組地区数
現状(H22)　３地区
目標(H27)　５地区

取組箇所数
現状(H22)　　２箇所
目標(H27)　６０箇所

若者の社会的自立件数の増加

対象池　農業用ため池 45池
累積実施池数
11池(H22)→30池(H27)

新規参加校区
現状(H22)　３校区
目標(H27)　５校区

地域の自主的な美化活動の充
実

福祉ボランティア登録人数
現状（H22)　24,953人
目標（H27)　25,520人

サポーター数
現状(H22)　50名
目標(H27) 150名

地域とともに生活環境や自然環境の保全及び
ごみ減量に取り組むため、５３０運動など地
域の主体的な環境活動の活性化を支援

地域コミュニティの主体的な健康づくり活動
の活性化を図るため、健康のまちづくり事業
への参加校区の拡大とプランづくりを支援

都市計画部

地域の公共交通環境充実のため、コミュニ
ティバス運行に向けた地域の主体的な取組を
支援

日本人と外国人が共生する地域づくりを目指
し、地域団体等と多文化共生モデル地区事業
を実施

外国人の自治会活動等の参加
率
現状(H21) 29.1％
目標(H25) 50.0％

ひとり暮らし世帯等への見守り及び買物支援
などを行う高齢者安心生活サポート事業の拡
充

地域の身近な課題に共に取り組むため、「住
みよい暮らしづくり計画」の参加校区の拡大
と体制づくりを支援

外国人児童の日本語の学習支援として、地域
団体等とプレスクール事業やアフタースクー
ル事業を実施

取組内容 項目数

年次計画・実績

効果目標等

文化市民部

23 24 25 26 27

子どもの学習環境の充実

福祉部

保育環境整備のため、保護者等との協働によ
る保育所や幼稚園の園庭芝生化を促進

若者の就労対策やひきこもり対策を推進する
ため、ＮＰＯ法人との協働による取組を推進

市有ため池の外来魚駆除を地元団体等の理解
と連携を図りながら推進

支え合いや助け合いの地域福祉を推進するた
め、担い手の育成とボランティア活動等の取
組を促進

地域とともに緑地や身近な公園環境の保全に
取り組むため、地域の主体的な体制づくりや
取組を支援
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講習会による「住みよい暮らしづくり計画」の取組周知の中で新
規作成校区の開拓に取り組み、新たに計画作成の取組に1校区、
テーマ特化型の取組に4校区が参加した。

・参加校区累計数　（Ｈ24） 11校区

Ａ 妥当

外国人情報窓口による情報提供、交流イベントの企画提案、自治
会参加啓発チラシを配布するなど地域コミュニティとの連携に努
めた。

・外国人情報窓口利用者数　5,498人
・外国人の自治会活動等参加率　（Ｈ24） 16.7％

Ｄ 要検討

日本人の自治会参加率も減少している中、外国人に自治会参
加を求めるのであれば、日常生活において彼らが今最も困っ
ていること等の情報把握を行い、それらの解決に向けて自治
会が協力できる部分を提示する活動が必要ではないか。自治
会に参加することによるメリットを、具体的に説明するとと
もに、自治会自体も多文化共生の視点から見直す必要があ
る。注意点として、彼らの文化や習慣を理解する対応も必要
ではないか。

関係機関と連携し、アフタースクール、プレスクールの開催、ボ
ランティア育成などを実施した。

・アフタースクール実施　　11校
・プレスクール実施　　　　 1託児所

Ｂ 要検討

日本語教室、プレスクール実施が減っている。成果が前年度
から後退しているので、参加したくてもできない子ども達の
機会の拡充など、次年度に向けて支援の手法を検討された
い。

広報掲載、チラシ配布により、サポーター養成講座について市民
への周知・啓発に努め、講座を開催した。

・サポーター数　（Ｈ24）83名

Ｄ 妥当
着実に目標近く達成しているが、今後さらに展開するために
は、これまでの枠を超えてサポーター層を広げる必要があ
る。

ボランティア養成講座の開催やボランティア活動の啓発により、
担い手の育成とボランティアの確保に努めた。

・福祉ボランティア登録人数　（Ｈ24）27,018名

Ｂ 要検討
ボランティア登録者が目標に達しており、次のステップとし
てそのアウトカムに視点を向けてはどうか。

先行実施園と連携して園庭芝生化のメリットをＰＲするととも
に、園の希望を把握する中で芝生化を働きかけ、新たに２園の園
庭芝生化を図った。

・２園の芝生化（向山保育園、新吉保育園）

Ｂ ― ―

地域自治会に対して、健康に関する特徴や課題から地域での健康
づくりの必要性について周知を図り、健康のまちづくり事業への
参加を働きかけた。

・新規参加校区　（Ｈ24）1校区

Ｄ 要検討
2年間継続して数値目標が未到達である。地域への参加呼び
かけの際、具体的な成果や参加によるメリットを説明するな
どの工夫が必要である。

地域を中心とした梅田川環境美化活動として「梅田川ふれあいク
リーン作戦」を実施したほか、５３０運動環境協議会への助成に
より、市民参加による環境活動の活性化を図った。

・経済的効果額　139千円

Ｂ ― ―

地元自治会や高校生物部の協力のほか、環境保全課と自然史博物
館とも連携し、市有ため池4池の外来魚駆除を実施した。

・累積実施池数　17池（Ｈ24）

Ｂ 妥当
多方面からの協力も得て実施しており、評価できる。今後も
様々な団体との協働について期待する。

東部地区（1地区）及び北部地区（2地区）での運行を継続すると
ともに、南部地区及び前芝地区住民が主体となった移動手段の確
保に向けて検討が始められた。

・取組地区数　（Ｈ24）3地区

Ａ 妥当

地域主体の公園管理に向けて、自治会公園管理委託とアダプト制
度に関する試行要綱を作成した。

・取組箇所数　（Ｈ24）2箇所

Ｂ ― ―

「子ども若者総合相談窓口」を中心として、困難を抱える若者の
包括的な自立支援を行った。

・「子ども若者総合相談窓口」相談者数　317人
・若者の社会的自立件数　61件

Ａ ― ―

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

教育部 完了

9

都市計画部

総合動植
物公園部

18

総務部

文化市民部

少年の薬物乱用、小中学校の
いじめ件数の減少

魅力のあるイベント開催等に
よる集客数の増加

ブランド認定や助成制度など
各種制度の創設と活動の推進

官民一体の推進組織の設置と
活動の推進

市外でのシティプロモーショ
ン活動回数
現状(H21)   6回
目標(H27) 15回

とよはし農産物ブランド化

制度導入施設の拡大とサービ
ス内容の充実

観光イベント、コンベンショ
ン参加者数
現状(H21)  103万人
目標(H27)  115万人

効率的・効果的な施設運営

市民、事業者、行政が一体となった「オール
豊橋」の体制づくり

民間と連携した取組強化を図る仕組みづくり

観光資源の魅力とＰＲの促進に向けて豊橋観
光コンベンション協会等との連携強化

総合動植物公園、自然史博物館と周辺の社会
教育施設との連携による「のんほいパーク
100万人プロジェクト」の仕組みづくり

ＬＲＴ都市サミットの誘致に向けて、とよは
し市電を愛する会、商工会議所などと連携し
た取組

首都圏活動や市内でのイベント開催など協働
によるプロモーション活動の仕組みづくりと
推進

「アイラブとよはし運動」の推進による市民
への情報発信と市民の愛着意識の醸成

豊橋産農産物のブランド化を促進するため、
「農産物ブランド化のためのプロモーション
計画」の策定と推進

取組内容

産業部

③地域資源の発掘と積極的なプロモーション活動の
　推進

芸術文化交流施設のＰＦＩ手法による施設の
供用開始

市民参加によるイベントの充
実

新たな市民参画手法による三河港の認知度の
向上

市電の走るまちを全国に発信

経済的効果額目標　3億円

青少年の薬物乱用防止や子どもの暴力防止・
人権尊重を推進するため、ＮＰＯ法人との協
働による取組を推進

市民の愛着意識の向上

項目数

年次計画・実績

効果目標等
23 24 25 26 27

企画部

指定管理者制度の新たな導入施設の検討と指
定管理者制度の適切な運用管理

④企業の公益的活動への参画機会の拡大による良質
　なサービスの提供

第２回

富山市

第３回

熊本市

計画

策定 実施

施設

建設

供用

開始

計画

策定

サミット

参加

施設

建設

実施

第４回

豊橋市
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ＮＰＯ等市民団体と協働で、子ども・若者の健全な成長のため、
ワークショップや講座を中心とした啓発を行った。ＮＰＯ等の市
民団体との協働は７０機関以上の団体とのネットワークが構築で
きており、一定の成果が得られたことから「完了」とした。

・薬物乱用検挙件数　（Ｈ24）  7件　（Ｈ23）  9件
・いじめ件数　　　 （Ｈ24）382件　（Ｈ23）247件

Ｃ 要検討
市は、今後においてもワークショップや講座などの実施状況
を見守る必要がある。

官民での効果的なシティプロモーション事業の実施に向けて積極
的な情報収集や情報提供に努めた結果、民間からシティプロモー
ション活動に関する相談を受けた事案のうち、26件の事業実施を
図ることができた。

Ｂ 妥当
2年を経過した本活動が市民に周知されているか、分析・自
己評価が必要である。

シティプロモーション認定事業補助金及びシティプロモーション
認定事業を実施し、民間事業者が行うシティプロモーション活動
の活発化を図った。

・補助金の採択件数     5団体5事業(応募件数　9団体9事業)
・認定事業の採択件数　1団体1事業(応募件数　1団体1事業)

D 妥当
認定事業について、更に広く市民に知ってもらうような方策
が望まれる。

ふるさと再発見ツアーの開催や、若者層に対して、ええじゃない
か豊橋伝播隊DOEEを活用した市の魅力PRを行うことで、市民に
豊橋の魅力を再発見してもらい、愛着意識の向上を図った。

市民意識調査による市民の豊橋市に対する愛着度　80％

Ｂ 妥当

関係機関等で構成するワーキングを開催し、本市農産物の認知度
向上について検討を進めるとともに、ＰＲパンフレットの配布や
電車内中吊り広告、豊橋フェアの開催、バイヤー招聘など本市農
産物のＰＲや消費拡大に努めた。

Ｂ 要検討
農家の収入増加などそろそろ目に見える効果の発現が期待さ
れる時期ではないか。具体的成果の実現を目指すべきであろ
う。

関係機関と連携し、観光施設・資源の環境整備を行うとともに、
積極的なＰＲ活動に努めた。

・観光イベント、コンベンション参加者数（Ｈ24）104.6万人
Ｄ 要検討

「豊橋まつり」および「炎の祭典」は、大幅な参加者増と報
告されている。しかし、参加者実績の増加数は、昨年度と比
較して大幅な増加とは言いがたい。この結果は、集客可能な
イベントと集客できないイベントの二極分化が発生している
ことを示しているのか、分析が必要である。

首都圏において物産展を実施したほか、トヨッキーを活用したプ
ロモーション活動を行った。特に手筒花火は、テレビ番組の中で
も取り上げられ、全国的にも大きなＰＲ効果が得られた。

・市外でのプロモーション活動回数　（Ｈ24）27回

Ｂ 妥当

誰が見ても分かるような成果を示すべきである。また、ト
ヨッキーの知名度を上げることも側面からのプロモーション
活動の支援に繋がることから、プロモーション事業に限らず
トヨッキーを様々な場面で活用すべきであろう。

地域住民等と連携して干潟再生実験プロジェクトを実施したほ
か、みなとふれあい体験イベントのメニュー等を見直した。

・干潟再生実験プロジェクトの実施（実験用干潟の造成）
・みなとふれあい体験イベント　10回開催　参加者1,309人

Ｄ 要検討
達成度Ｄの判定基準は人数のみで判断すべきものか疑問であ
る。出校日とイベントが重ならないよう調整して開催すべき
である。

第3回ＬＲＴ都市サミット熊本に参加し、次回開催都市として本市
が選ばれた。次年度の開催に向け、とよはし市電を愛する会や豊
橋商工会議所等関係者で組織するＬＲＴ都市サミット豊橋２０１
３事業検討委員会を設置した。

Ｂ 要検討
市民の足、エコツーリズム等との関係を意識した市のブラン
ド化作りに統合すべき事業ではないか。

猛暑や寒波の影響があったものの、ゾウシンポジウムなどの話題
性のあるイベントや大型映像リニューアルによる魅力的な番組の
上映、シティプロモーション活動の推進などにより入園者数は
700,314人と前年度比24,690人の増加となった。

Ｂ 妥当
アジアゾウ「マーラ」が、集客のアピールポイントとしては
困難な現状を踏まえ、集客に向けてより具体的な企画の展開
が望まれる。

2施設（市営住宅・公園）についてヒアリングを実施し、進捗状況
を確認するとともに、うち1施設（公園）は新規導入に向けて予算
化を図ったほか、平成23年度分のモニタリングを実施するととも
に、141施設の評価結果を公表した。

Ｂ ― ―

ＰＦＩ事業の内容について、専門性の高い業者のモニタリングや
関係者の定例会議などを通し、確実なチェックを実施した。これ
により、要求水準書の内容及び提案内容に沿った設計・建設工事
を確実に実施した。

Ｂ 妥当 ―

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

文化市民部

健康部

環境部

都市計画部
・

総合動植
物公園部

対象施設数　 2施設

24 25 26

登録店舗数
現状(H22) 　7施設
目標(H27) 30施設

効果目標等

ごみ収集経費の削減

市民農園等の民営化

23 27

既存の指定管理者制度導入施設の効率的・効
果的な運営の見直し

既存の指定管理者制度導入施設の効率的・効
果的な運営の見直し

授乳やオムツ替えができる「赤ちゃんの駅」
の民間協力店舗の拡大

市民ふれあい農園の維持管理など民間活力導
入可能性を検討

取組内容 項目数

年次計画・実績

既存の指定管理者制度導入施設の効率的・効
果的な運営の見直しと新たな導入施設の可能
性を検討

福祉部

道路等の維持管理などに関し、民間活力の導
入可能性を検討

環境貢献を目指す企業と連携した環境関連産
業振興事業の促進

自然エネルギーに関連した産
業振興事業の実施

対象施設数   1施設

効率化の推進

産業部

対象施設数
現状(H22) 16施設
目標(H27) 17施設

対象施設数 55施設

建設部

既存の指定管理者制度導入施設の効率的・効
果的な運営の見直し

ごみ収集業務の民間委託の拡大

既存の指定管理者制度導入施設の効率的・効
果的な運営の見直し

対象施設数　8施設
既存の指定管理者制度導入施設の効率的・効
果的な運営の見直しと新たな導入施設の可能
性を検討

対象施設数　 4施設

人材育成事業応募件数
現状(H21)  49件
目標(H27)  90件

次世代ものづくり人材の育成と事業者が参画
しやすい環境づくり

新規

１施設

一部

委託

検討

実施

検討

実施

新規

１施設

１園

委託

検討

検討
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既導入55施設に係る施設・設備情報を整理するとともに、校区市
民館の無料利用の対象者の見直しについて、豊橋市自治連合会と
調整し、各校区自治会へアンケートを実施した。

Ｂ ― ―

こども未来館及び交通児童館で指定管理を再選定した。特にこど
も未来館の選定においては、同館の特色でもある市民協働による
施設運営等に留意しつつ、施設運営の効率・効果の向上を図る管
理者を選定した。

・対象施設数　（Ｈ24）17施設
・経済的効果額　（Ｈ24）3,395千円

Ｂ ― ―

「赤ちゃんの駅」制度のＰＲに努めるとともに、未登録の店舗、
金融機関等に働きかけた結果、30店舗の新規登録ができ、目標を
上回る成果を得ることができた。

・登録店舗数　（Ｈ24）42施設

Ａ ― ―

既存の2施設において、モニタリングの実施などを通じ、医療救護
など防災啓発コーナーの設置や、休日夜間急病診療所における医
師の高齢化と小児患者の増加を踏まえ、本市の1次救急医療体制の
安定的な運営のため診療時間を短縮するなど、適切な施設管理・
運営管理に努め、市民サービスの向上を図った。

Ａ ― ―

ごみ収集業務の委託化に向け、指名競争入札を行い、委託業者を
決定した。また委託業者に研修計画を提出させるなど、市民サー
ビスの低下を招かないような方策を講じた。

Ａ 妥当

市民ふれあい農園（3農園）のうち1農園を民間に管理委託した
が、2農園については民間への管理委託に結びつかなかった。

・経済的効果額　485千円

Ｂ ― ―

既導入4施設において、事業内容の見直し、新規イベントの実施な
どにより、利用者のサービス向上に努めた。

・利用者等の増加　2施設（勤労青少年ホーム、労働会館）
・利用者等の減少　2施設（職業訓練センター、水の展示館）

Ｄ 要検討
指定管理者の創意が活かされ、市民の満足度向上につながる
運営状況を把握できるような成果の指標について検討すべき
ではないか。

市内事業所や自治会への事業周知の強化、事業内容の見直しの定
着化などにより、事業応募・参加がしやすい環境づくりに努めた
結果、人材育成事業において、前年度を上回る応募が得られた。

・人材育成事業応募件数　（Ｈ24）669件　（Ｈ23）522件

Ａ ― ―

自然エネルギーを活用した産業振興事業について、企業等との連
携方法、先進事例などの調査・検討を実施し、事業の選定などに
取り組んだ結果、市有地での太陽光発電事業の手続きを開始する
ことができた。

Ｂ ― ―

県下市町村の状況を把握するとともに、能力的に唯一受託が可能
と考えられる民間法人に対して協議・検討を進めたが、現状では
費用対効果が見られない状況であったことなどから、一旦取組を
保留する。

Ｅ 要検討
公益法人認定の判明に関わらず、効率化の対象となる課題の
整理などを進める必要がある。

既存の導入施設について利用料金制導入などの具体的な検討を進
めた。また、新たに市営住宅への指定管理の導入の検討に着手し
たが、具体的な検討までは行えない状況であった。

Ｄ 妥当
利用者の利便性の向上を第一として課題の達成に取り組んで
いる点は評価できるが、早急に運営体制を再構築すべきであ
ろう。

総合動植物公園において指定管理料を見直したほか、都市公園へ
の導入について対象公園を検討し、管理運営基準素案や募集計画
素案を作成した。

・経済的効果額　（Ｈ24）12,300千円

Ｂ 妥当 ―

外部評価コメントの要旨

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

都市計画部

消防本部

10

総務部

防災危機
管理課

企画部

環境部

年次計画・実績

効果目標等
23

対象施設数
現状(H22) 53施設
目標(H27) 54施設

人的被害の未然防止

障害者理解の促進

子育て支援に関する様々な
サービスの利用促進

効率的・効果的な学校給食の
提供

24

登録事業所
現状(H22)　145事業所
目標(H27)　300事業所

災害時の情報収集・発信の拠点となる登録事
業所等（災害情報ステーション）の拡大

教育部

学校給食調理業務における民間活力導入の拡
大

県境部や臨海部など、企業と連携した通勤手
段の転換に関する社会実験の検討及び実施

光化学スモッグ発令に関する関係部局との連
携強化と市民への迅速な情報提供の体制づく
り

福祉部

取組内容 項目数
25 26 27

文化市民部

企業集積地における通勤手段
の転換

多様なメディアを活用した広報活動の推進と
双方向の情報受発信の効率的・効果的な仕組
みの充実

登録事業所等
７２事業所等(H22)の拡大

⑤行政情報の積極的な受発信と地域情報の共有化

障害者施設授産製品情報に関するホームペー
ジ等の充実

地域のまちづくり拠点施設となる校区市民館
の情報の受発信機能の充実

市役所「じょうほうひろば」の市民協働に関
する情報提供の充実

子育て支援に関するホームページ等の充実

男女共同参画の活動に関するホームページの
充実

協働意識の醸成と活動情報の
共有化

ホームページ、校区だより等
による情報発信

既存の指定管理者制度導入施設の効率的・効
果的な運営の見直しと新たな導入施設の可能
性を検討

救命率の向上を図るため、ＡＥＤ等を配置し
た登録事業所等（救命の駅）の拡大

男女共同参画推進と活動情報
の共有化

開かれた市政の推進と協働意
識の醸成

検討 実施

新規

１施設

検討 実施

検討

実施

検討

新規

１施設

検討

３校区

実施

４校区
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県境部において、企業・交通事業者・行政で組織する協議会を設
置し、通勤環境を改善するための協議や従業員の通勤手段に関す
る意識変革を促すアンケート等を実施した。また、参画企業の従
業員を対象に講演会を開催し、エコ通勤に関して関心を高めるこ
とができた。

Ｂ 妥当
協議会とエコ通勤に関する講演会の開催に加え、更なる工夫
が必要である。

市施設はもとより、大型店舗や事業所等に登録を呼びかけ「救命
の駅」拡大に努めた結果、33事業所等の新規登録が得られた。

・登録事業所等　（Ｈ24）241事業所等

Ｄ 要検討

登録要件の内容が課題となっているのであれば、可能な範囲
内での見直し、あるいは行政側からの要件取得支援が必要で
ある。今後は、成果的な視点での目標を考えることが必要で
ある。

南部共同調理場の調理業務への民間活力導入のため、委託期間５
年の債務負担行為にて予算措置を図るとともに、入札方針を決定
した。

Ｂ 妥当
委託期間が5年であることで安定的な活用が期待できる。併
せて地産地消の仕組みについても導入し民間委託を図って欲
しい。

青少年センターでの指定管理を継続する中で、施設運営の効率・
効果の向上を図るとともに、新たな導入施設の可能性の検討を進
めた。

・対象施設数（Ｈ24）54施設
・経済的効果額（Ｈ24）△14,888千円

Ｂ ― ―

東三河地域５市が運営する市民活動を推進するためのホームペー
ジ「どすごいネット」のＰＲを市民協働推進課とともにじょうほ
うひろばで行った。

Ｂ ― ―

GIS（地理情報システム）を用いた災害情報ステーション分布図を
作成し必要地域の精査を行うとともに、既存登録事業所における
登録内容の更新を行った。

・登録事業所等　（Ｈ24）138事業所等

Ｄ 要検討
登録者数が増加しない要因を検証し、啓発、業種等の拡大方
法の工夫が必要である。

ホームページの充実を始め、市民ニーズや情報伝達手段の多様化
にあわせ、ツイッターやフェイスブックを活用し、情報発信力の
強化に努めた。ホームページアクセス数は2,495,419件であり、
前年度に対し105,761件の増加があった。

Ｂ 要検討
ＳＮＳ（フェイスブック）の活用など新しい情報発信媒体に
取り組む自治体が増えている。事業の一層のスピードアップ
が必要である。

住民同士の話し合いのサポート、地域スタッフへのホームページ
作成研修など、総合的なサポートを実施した。これらのサポート
を通じて校区ホームページによる自治会地域活動の「見える化」
が図られ、また、1校区が新たにホームページを開設することがで
きた。

Ｂ ― ―

ホームページ充実の一環として、講座等の受講申込が可能な申込
フォームを作成したほか、情報誌「パルモだより」を年２回発
行、ホームページに掲載し、活動状況の共有化を図った。

Ｂ 妥当
ホームページを活用した情報共有化を目標とするのであれ
ば、アクセス数の分析は必要である。

情報誌「豊橋市の障害者施設・授産製品など紹介カタログ　かけ
はし」の配付とともに、同誌をホームページに掲載し、授産製品
のＰＲに努めた。

Ｂ ― ―

子育て支援総合ホームページ「育なび」を開設し、様々な子育て
支援に関するサービスを効果的に情報提供し、サービスの利用促
進に努めた。

Ｂ 妥当
ホームページを活用する子育て家庭の反応、要望などを充分
取り入れた運用が必要である。

「モバイルネット愛知」及び「あんぜんあんしんメール」を統合
した「豊橋ほっとメール」の周知とともに、市民への啓発に努め
た。

・光化学スモッグによる人的被害　０人
・「豊橋ほっとメール」登録者　9,451人

Ｂ 要検討
登録者数が昨年度より増加したことで評価するのではなく、
豊橋市の全人口に対する割合を考えて目標値にするべきでは
ないか。

内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨

平成２４年度

主な実施内容及び成果
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

10

環境部

産業部

教育部

23 24 25 26 27

年次計画・実績

効果目標等

効果的な助成制度への見直し

地球温暖化対策地域協議会の
設置

市民と行政の協議の場の設定

利用者会の会員数
現状(H22)  314人
目標(H27)  400人

市民協働に関する職員意識の
向上

取組地区数（再掲）
現状(H22)　３地区
目標(H27)　５地区

二川宿の歴史的まち並み景観
の向上

地元住民との協働事業の推進

地域密着型の地球温暖化対策に取り組むた
め、市民、事業者との一体的な取組体制を強
化

勤労青少年ホーム活動に関するホームページ
の充実

産業部

地域財産である二川宿本陣資料館の地域との
協働に向けた環境づくり

コミュニティバス運行に対する効果的な支援

二川宿景観形成地区の住民団体との協定づく
りや景観形成地区整備計画の改訂

市民協働推進基金（トヨッキー基金）の新た
な寄附手法の検討

⑥行政の協働推進体制の強化と効果的な支援策の推
　進

都市計画部

市民協働に関する職員研修の充実

市民活動団体を資金面で支援するための補助
金や交付金制度の見直し

市民の多彩な芸術文化活動や創造活動に対す
る効果的な資金的支援

協働を推進するための職員のサポート体制の
強化

農業委員会活動のPRと透明
性の確保

ホームページへの年間アクセ
ス件数
現状(H21)  3,000件
目標(H27)  3,500件

農業委員会活動に関するホームページの充実

文化市民部

取組内容 項目数

芸術文化の裾野の拡大

寄附しやすい環境づくり

勤労青少年の自主活動に関する支援の強化

検討 実施

検討

実施

検討 実施

助成

実施
計画

改訂

検討

実施

検討

実施

計画

改訂

実施

検討

実施

助成

実施
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農業委員による「農業委員会だより」を７回更新するとともに、
農業委員会総会議事録をホームページに公表し、農業委員会活動
のPRと透明性の確保に努めた。

Ｂ ― ―

勤労青少年ホームのホームページ充実に向け、教養講座のPRのた
めの動画を配信するなどアクセス環境の向上を図った。

・ホームページへの年間アクセス件数（Ｈ24）4,365件

Ｂ ― ―

より利用しやすく、効果的な補助制度とするため、市内の市民活
動団体（330団体）等を対象にアンケートを実施するとともに、
補助率の変更、様式の変更、他補助金との併願可、申請可能年度
の拡大等の見直しを行った。

Ｂ 妥当 審議会の意見に沿って迅速に進める必要がある。

地域の文化活動団体の公演活動などに対し、効果的な資金的支援
を実施した。このことにより、公演等への多くの参加者を得るこ
とができた。

Ｂ ― ―

市民協働推進課及び市民センター窓口への募金箱設置を継続する
とともに、補助金採択団体（4団体）がイベント等で募金活動を行
うなど、寄附環境の向上を図った。

・寄附件数　（Ｈ24）1,443件　（Ｈ23）1,420件
・寄附金額　（Ｈ24）193,017円　（Ｈ23）198,401円

Ｂ ― ―

既存の枠組みを生かした市民と行政の協議の場として住民自治団
体関係ネットワーク会議を活用し、防災危機管理課職員も出席し
て、災害時に各種団体が連携してできることについて意見交換を
行うことができた。

Ｂ 妥当

市民と行政の協働推進に向けた双方向コミュニケーションの
場を設定する試みは評価できる。しかしながら行政側（市職
員）が出向く手法の場合、市職員の労働形態（フレックスタ
イム制など）に工夫をしないと、市職員の労働強化につなが
ることが危惧される。

地域の活動等に積極的に参加する意識を醸成するため、新入職員
を中心とした市民協働研修を実施した。

・市民協働研修　114人

Ｄ 要検討

講義形式は聞いて終わる可能性が高いので、実践形式に重点
を置いてはどうか。
未開催の講座について、行事開催の都合というだけで安易に
開催を見送るべきではない。必要な研修であれば同等の代替
研修を実施すべきである。

地球温暖化に関する市民・事業者との連携の強化に努めた結果、
エコファミリー登録数、住宅用太陽光発電設置補助件数、電気自
動車等購入補助件数がそれぞれ増加したほか、市有地の貸付によ
るメガソーラー発電所の運用開始など新規事業を積極的に実施し
た。

Ａ 妥当

主要な勤労福祉事業である「教養講座」のメニューを見直すな
ど、自主活動組織の会員の確保に向けた取組を進めた。

・利用者会の会員数　（Ｈ24）238人
Ｄ 妥当

利用者のニーズに合った、講座、イベントの開催を検討する
必要がある。

二川宿の歴史的まち並み景観の向上のため、改訂した地区整備計
画を地域住民や工事関係者に配布、説明することで計画の周知を
図るとともに、歴史的なまち並みに調和した建築物を11件（うち
助成は5件）増加することができた。

Ａ 妥当
景観整備の促進による波及効果が見られるようであれば、波
及効果の内容も働きかけの材料として活用できるであろう。

東部地区（1地区）及び北部地区（2地区）での運行を継続すると
ともに、南部地区及び前芝地区住民が主体となった移動手段の確
保に向けて検討が始められた。

・取組地区数　（Ｈ24）3地区

Ａ 妥当
利用促進、運行について更なるＰＲを実施し、利用者の更な
る増加に期待する。

商家「駒屋」の施設活用について、地域住民による検討会を立ち
上げ、地域住民の参画や二川宿を全国にむけてＰＲする二川宿ブ
ランド化について、検討を進めた。 Ｂ ― ―

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨



- 20 - 

部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

25

4

2

13

23 24 25 26 27
効果目標等

年次計画・実績

適切な給与水準の維持と総人
件費の抑制

三遠南信地域連携ビジョンの
推進と地域の一体的な発展

多様な人材の確保と活用

職員の能力、資質の向上

能力を最大限に活かす人事制
度の構築

職員数の適正な管理

政策を実現するための簡素で
効率的な組織体制の確保

⑨自治体間の広域連携事業の推進

行政事務の効率化

東三河地域の広域的課題の解
決と地域の一体的な発展

職員の能力、資質の向上他団体との人事交流や職員研修の合同実施

取組内容

情報システムの開発・運用など広域共同処理
の可能性を検討

組織・機構の見直し

総務部

企画部

総務部

職員のやりがいを高める人事評価と適正な処
遇の見直し

給与等の適正化

総務部

三遠南信地域連携ビジョン推進会議（SENA)
の組織体制の充実

⑧政策推進を柱とした組織機構と定員管理の適正化

「定員適正化計画」の計画的な執行

東三河広域協議会事務局の組織体制の充実

２　「自立と責任」の強化に向けた
    行政体制の整備

⑦職員の人材育成と給与等の適正化

職員採用に関する制度の充実

「人材育成基本方針」の改訂

項目数

検討
方針

改訂 実施

検討

実施

体制

整備

検討

検討 実施
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本年度は採用者の質の向上に向け、採用面接官となる職員を対象
に外部講師による研修を実施したほか、採用者を対象に気質分布
などの分析を行い、ターゲットとすべき人物像を掌握するなど、
有為な人材の確保に努めた。

Ｂ ― ―

人材育成基本方針の改訂に向けた検討を進め、素案を作成した。 Ｄ 妥当

関係部署のみならず、市役所全体が喫緊の課題として認識
し、全職員が熟議を重ね、従前の考えにとらわれることな
く、時代の要請に的確に応えられる職員の育成のため、実行
性のある方針の迅速な改訂が必要である。

人事課と各所属長との意見交換を継続実施することで、各職場の
重要課題及び職員個々の状況の共通認識を図ることができ、各職
場における適正な人事考課、人事異動に反映することができたほ
か、これまで人事課が指名していた各省庁派遣を公募制とするな
ど、様々な手法を活用できた。

Ｂ ― ―

適切な給与水準の維持と総人件費の抑制を図るため、以下の項目
を実施した。

・退職手当の支給率の段階的引下げ
　経済的効果額　24,000千円
・持ち家に係る住居手当の段階的廃止

Ｂ ― ―

各部局からの提案を踏まえ、機構改革推進本部で検討する中で、
平成25年度の組織機構を決定した。

・課・室の新設・再編等
（農政課を分割し、農業企画課と農業支援課を新設など）

Ｂ ― ―

普通会計部門等職員数
平成24年4月1日　　　　　　2,179人（欠員分含む）
平成25年4月1日　目標値　　2,089人
　　　　　　　　　実職員数　2,177人（前年度比△2人）
対前年度比55人の減員計画のうち、業務執行体制の見直しに伴う
民間委託化、嘱託化などで34人の減員を達成したが、残り21人
の減員については事業計画の見直し等により計画の取りやめ、先
送りとした。
一方、計画以外に東日本大震災被災地への職員派遣対応や消防力
の強化・充実等で65人増員したが、業務執行体制の見直し等によ
りさらに33人の減員を図った結果、全体で計画を上回る67名の
減員を達成し、対前年度比2人の減員となった。

Ｂ 妥当

広域共同処理を推進するため被災者支援システムを豊根村を除く
７市町村で導入した。また研究会にて、東三河地域でのソーシャ
ルメディア運用ガイドラインを作成し、同地域全体での情報管
理・運用の質の向上を図った。

Ｂ ― ―

愛知大学への実務研修派遣及び政策研究大学院大学(知財プログラ
ム)への派遣研修の実施により、職員の能力、資質の向上を図っ
た。 Ｂ ― ―

東三河広域協議会において、広域連合を軸に東三河の新たな広域
連携の検討を重ねた結果、広域連合の設置を目指すことで合意を
得ることができた。

Ｂ 妥当
「東三河県庁」という一見類似した名称の組織も設置された
ため、次年度の取組として、住民への周知に工夫が必要であ
る。

三遠南信地域連携ビジョン（県境を越えた250万人流域都市圏の
創造）を推進するとともに、サミットを開催し、県境を越えた行
政、議会、経済界、住民団体との交流を図ることができた。

Ｂ ― ―

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

文化市民部

福祉部

健康部

4

総務部

企画部

会計課

23 24 25 26 27

年次計画・実績

効果目標等

職員派遣による組織強化

豊橋サイエンスコアの利用件
数
現状(H21)　2,062件
目標(H27)　2,100件

情報掲載数(豊橋市)
現状(H20)　1,075件
目標(H27)　1,300件

予算執行に対するチェック機
能の強化

参加市
現状(H22)　４市
目標(H23)　５市

費用負担の軽減

内部統制機能の強化

総合計画に掲げた目標の達成

事務の共通化による経費節減

東三河5市主催の企業誘致説
明会の実施

東三河８市町村によるかかり
つけ医の推進等一体的な活動

輸出品目の拡大等

東三河地域の産業活性化に向けたサイエンス
クリエイトの広域的な体制強化

「どすごいネット」などを活用した東三河地
域の市民活動情報の充実

項目数取組内容

三河港振興会における東三河４市及び商工会
議所との連携強化

監査機能の見直しなど内部統制機能の充実

消防救急無線のデジタル化に向けた東三河5
市の共同整備の検討、実施

国民健康保険事業の広域化

産業部

東三河地域の医療体制の確保に向けた連携強
化

消防本部

東三河地域の企業誘致活動に関する相互協力
と連携強化

支出関係書類が法令・予算に違反していない
かどうかの厳格な確認

消防通信指令業務の広域共同運用の拡大

農産物輸出の推進に向けた連携強化

⑩評価・監査機能の見直しなど内部統制機能の強化

総合計画の進行管理とわかりやすい事業評価
の実施

検討 実施

輸出

検証

拡充

実施

拡大

実施

調査

検討 実施

検討

実施

検討 実施

検討

輸出

検証

１市

拡大

設計

着手

検討

検討

実施

実施
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「どすごいネット」を始め、様々な媒体を活用した積極的な情報
発信に努めた。

・情報発信掲載数　（Ｈ24）825件

Ｄ 要検討
ネット利用のニーズはあるはずなので、年々増加、拡大して
もよい状況での減少は腑に落ちない。アンケート分析結果を
踏まえて、利便性の向上を図って欲しい。

岡崎市と共同でプロポーザルを実施し、国民健康保険システムの
開発業者の選定などを行い、共同開発による委託料の節減に努め
た。

・経済的効果額　136,354千円（23・24年度）

Ｂ ― ―

広域地域医療研究会による先進事例などの研究活動とともに、適
正受診に関する啓発活動を東三河８市町村で統一的に行うなど、
東三河地域の医療体制の連携強化を図った。

Ｂ 妥当

東三河５市の担当者で構成する「東三河５市企業誘致推進連絡会
議」において、実施に向けた検討を進めた。また、具体的な誘致
成果を得るために、全国規模の展示会に東三河5市共同で出展し
た。

Ｂ ― ―

東三河県庁を事務局とする東三河地域産業連携推進会議と連携
し、豊橋サイエンスコアを会場とするシンポジウムの開催や相談
事業の受託により利用件数の確保に努めた。

・豊橋サイエンスコアの利用件数　（Ｈ24）2,031件

Ｄ 要検討
サイエンス・クリエイトの産業振興事業のあり方について、
分析が必要である。

豊橋商工会議所及び関係市に対し三河港振興会への職員派遣がな
されるよう協力要請などに取り組んだ。結果として、職員3人（豊
橋市専任1人、豊橋商工会議所1人、豊川市1人）の三河港振興会
への派遣を継続することができたとともに、次年度の派遣につい
ても確約をとることができた。

Ｂ ― ―

香港における試食販売の実施を始め、国内外の輸出業者等と安全
性を含めた情報交換や、海外常設店舗における新たな品目の開拓
や既存販路におけるプロモーション活動を行った。

Ｂ 要検討
安全性に関するリスクコミュニケーションには、文化・習
慣・国民性等の相違が大きな要因となるため、現地バイヤー
との情報交換は充分に行うことが必要である。

東三河５市による消防通信業務の広域共同運用を継続実施した。

・経済的効果額　4,313千円
Ｂ ― ―

東三河５市の共同整備に向けた検討を進め、年度計画を前倒しで
進めるよう合意形成を図り、整備を完了することができた。 Ｃ 妥当

今後は広く市民へ周知するとともに、効果的な運用・維持管
理をして欲しい。

内部統制の構築に向け、他都市の取組事例を調査するとともに業
務プロセス可視化ツールを用いた試行的な運用を開始した。 Ｄ 妥当

職員研修会等の参加者数を示して欲しい。行事を行うだけの
目標は充実にはならない。

システムの簡素化、政策評価における定性分析とマネジメント力
の重視の観点から、細事業及び政策の2段階評価による新たな行政
評価を実施したほか、評価結果をじょうほうひろばやホームペー
ジ等で市民へ公表した。

Ｂ ― ―

会計事務に関してきめ細かく職員研修を開催したほか、書類不備
状況調査を実施するなどチェック機能の強化に努めた。書類不備
状況調査(10月)における書類不備率は2.8％と前年同月比0.7ポイ
ント減少したが、抜打調査(2月)では4.3％となり、普段の会計事
務に対する意識の低さが表れる結果となった。

Ｄ 要検討
所管としての目標を達成しようとする工夫や試みは評価でき
るものの、抜打調査などの取組の結果は真摯に受け止める必
要がある。

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

監査

2

防災危機
管理課

関係部局

63

15

総務部

企画部
・

産業部

23 24 25 26 27

広告収入媒体の増、自動販売
機貸付に入札方式を導入

監査機能の強化

経済的効果額目標　3億円

危機発生時における体制強化

危機事案に対する迅速かつ的
確な対応

適法性、効率性、妥当性の観点からの各部局
の事業についての一層厳正な監査の実施

債権の適正な管理

徴収業務や納付窓口の充実と口座振替の加入
促進による収入率の向上

固定資産地理情報システム導入による適正課
税と収入の確保

全庁的な有料広告掲載の促進と自動販売機の
貸付方法の見直しなど

年次計画・実績

効果目標等

共同徴収による技術向上と滞
納額の縮減

固定資産税（土地・家屋）
の増収見込　58百万円

未利用地の売却による売却収入の確保
未利用地23,278.49㎡のう
ち売却可能な土地を売却

市債権の保全・確保、困難事
案の処理

市税収入率(H27末)  93％

財務部

３　財政運営の自律性・健全性の確保

危機発生時の体制強化と「危機管理指針」等
の整備

想定危機事案ごとのマニュアル整備と体制強
化

広報紙への有料広告掲載など

職員の給与支給明細書へ有料広告掲載など

滞納整理に関する広域共同処理体制の整備

項目数

⑫市税の確実な収納と自主財源の確保

取組内容

⑪総合的な危機管理体制の充実強化

指針

策定

計画

策定

検討

実施

組織

設置

システム整備 実施

新規

実施

新規

実施

検討

指針案

策定

組織

設置

システム運用

新規

実施

新規

実施

作成

実施

計画

策定
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定例監査、学校監査などにおいて、監査の実施時期のローテー
ション化や監査対象の精査などの見直しを行い、効率的・効果的
な監査を実施した。

Ｂ ― ―

豊橋市における危機管理指針を策定し、ホームページ等で公表し
た。 Ｂ 妥当

実地訓練にもとづき、机上で作成したマニュアルを検証する
ことは適切な対応である。加えて、必要ならば危機管理指針
の見直しも視野に入れる判断は評価できる。危機管理に関し
ては、リスクと判断した事象には迅速に対応すべきである。

各部局での危機管理マニュアルの作成を推進するため、危機管理
指針を策定し、危機管理指針の内容と危機管理マニュアル作成に
ついての説明会を実施した。

Ｄ 妥当
早急にマニュアル作成を完了し、検証、見直しの実施を期待
する。

職員の給与支給明細書に有料広告を掲載し、自主財源の確保を
図った。

・経済的効果額　314千円（目標額　312千円）

Ｂ ― ―

平成24年7月より、東栄町、豊根村が加入し、東三河8市町村と
なり、愛知県と共同運営される「愛知県東三河地方税滞納整理機
構」に職員2人を派遣し、高額困難事案の滞納整理に取り組んだ。

・経済的効果額　173,560千円（目標額　120,000千円）

Ａ ― ―

「愛知県東三河地方税滞納整理機構」による共同徴収や市税コー
ルセンターの催告の促進、口座振替・コンビニ納付の啓発、ま
た、税収納支援システムの更新により効果的、効率的な滞納整理
事務を実施し、市税収入率の向上に取り組んだ。

・市税収入率　（Ｈ24）92.4％

Ｂ ― ―

固定資産地理情報システムの活用により地番現況図上で課税客体
が適切に把握できるようになり、適正課税に向けた事務の効率化
が図られた。

・経済的効果額　10,898千円（目標額　△1,600千円）

Ａ ― ―

有料広告の拡大に向けた調査や自動販売機貸付方法の見直しを実
施し、給与明細書やクリーンカレンダーなどへの有料広告掲載に
加え、新たに庁舎東館１階に広告掲載看板を設置し収入増につな
げるなど自主財源の確保を図った。

Ｂ ― ―

未利用地の有効活用を図るとともに、利活用の見込まれない土地
の売却に取り組んだ。

・未利用地の売却　243.21㎡
・経済的効果額　40,941千円（目標額　1,000千円）

Ａ ― ―

市債権の保全・確保、困難事業の処理に取り組み、公債権133
件、私債権141件、合計73,538,317円を受託し、2月末までに
公債権124件、私債権124件、合計65,073,757円について、分
納誓約を交わすなどの処理を行った（既納付額は、11,020,769
円）。

Ｂ ― ―

広報とよはしに有料広告及び豊橋市ホームページにバナー広告を
掲載し、自主財源の確保を図るとともに、豊橋駅南ブロックを、
まちなかの防災用地などに有効活用することを他部局と協議し
た。

・経済的効果額　7,400千円（目標額　7,560千円）

Ｄ 妥当
有料広告は目標額に達していないが、前年度の実績を上回っ
ている。南ブロックについては妥当な対応と考えられる。

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

文化市民部

福祉部

健康部

環境部

産業部

総合動植
物公園部

総合動植
物公園部
・
教育部

8

財務部

文化市民部

環境部

23 24 25 26 27

年次計画・実績

効果目標等

ごみの減量化に向けた経済的手法の導入など

文化施設の利用料金の見直しなど

使用料、手数料の全庁的な見直し

取組内容

健康部

経済的効果額目標　7億円
⑬受益者負担の原則に立った使用料、手数料の適正
　化

競輪のホームページへのバナー広告掲載など

ごみ収集車両等への有料広告掲載など

と畜処理検査頭数の見直しによる検査手数料
増などの自主財源の確保

看護専門学校の授業料、受験料、入学金など
の見直し

歯周病検診などの自己負担額の見直し

総合動植物公園のイベント企画等で有料広告
掲載など

中央図書館、美術博物館、自然史博物館など
のホームページへバナー広告掲載など

こども未来館のホームページへバナー広告掲
載など

豊橋市国際交流協会など団体の自主財源の確
保と自立度の向上

項目数

検討

実施

新規

実施

新規

実施

新規

実施

検討 実施

新規

実施

検討

実施

見直

実施

検討

実施

検討 実施

実施

新規

実施

新規

実施

新規

実施

検討

新規

実施

見直

実施

一部

実施

検討

検討

実施
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団体が行う自主財源確保と自立度の向上を図るための取組とし
て、国際交流協会と文化振興財団に対し指導・助言等の支援に努
めた。その結果、国際交流協会において団体会員が増加したもの
の、協会・財団ともに会員数や会費収入の増加には至らなかっ
た。

Ｄ 妥当
今後も会員獲得には厳しい社会情勢が続くことが予想される
ことから、積極的な会員の勧誘活動を実施されたい。

こども未来館のホームページへのバナー広告掲載に取り組むとと
もに、福祉センター使用料の見直しを実施し、財源確保に努め
た。

・経済的効果額　3,205千円（目標額　3,231千円）

Ｄ 要検討
ホームページのバナー広告に関しては改善が見られたが、目
標値は達成されていない。バナー広告誘致につながる戦略を
今一度考える必要がある。

と畜処理上限頭数の拡大等の影響により豚の集荷が促進されると
ともに余熱利用施設の広報活動を強化し、使用料等の確保を図っ
た。その結果、余熱施設使用料収入の増加が図られた。

・経済的効果額　1,102千円（目標額　2,440千円）

Ｂ ― ―

ごみ収集車及びクリーンカレンダーを広告媒体として活用した自
主財源の確保に努めた。

・経済的効果額　1,137千円（目標額　279千円）

Ａ 妥当
収集車両への有料広告掲載は貴重な収入源であり大切にした
い。24年度は、当初の目標額が低すぎたということもある
ので、25年度が真価を問われる年となろう。

豊橋競輪のホームページへバナー広告を掲載するとともに、ポー
トインフォメーションセンターに自動販売機を継続設置し収入増
加に努めた。

・経済的効果額　187千円（目標額　327千円）

Ｄ 要検討
競輪のホームページへの一般広告は難しいように感じる。バ
ナー広告よりもアフィリエイトを検討するなど、さらなる工
夫や発想の転換が望まれる。

自主財源の確保に向けて、総合動植物公園のイベントちらしへの
有料広告の掲載、有料セグウェイ乗車体験会の実施のほか、物品
販売の検討などを進めた。

・経済的効果額　138千円（目標額　1,300千円）

Ｂ 妥当
今後の展開で記載されている事項が次年度に具体的な成果と
して出なければ、取組としては抜本的な見直しが望まれる。

生涯学習情報紙「グラッド」に有料広告を掲載できたほか、教育
施設のホームページへのバナー広告掲載などに取り組み、今年度
新たに中央図書館と自然史博物館において掲載することができ
た。

・経済的効果額　75千円（目標額　336千円）

Ｄ 要検討

それほど高くない目標額に対して、達成率が低く、今後、達
成していくにはハードルが高いように見える。バナー広告
は、ホームページ自体に魅力があるかにも左右されるため、
来年度も達成状況が悪いようなら、事業自体を検討する必要
がある。

使用料、手数料及び講座受講料などの現状把握と見直しに向けて
の調査などを昨年度実施した。24年度は社会情勢の変化等特別な
要因がなく、現行の負担水準が妥当であると確認したため全庁的
な見直しを見送った。

Ｂ ― ―

文化施設について利用料金が概ね適正であることを確認した。ま
た、校区市民館利用の無料対象者の見直しを検討するにあたり、
豊橋市自治連合会と調整し、各校区自治会へアンケートを実施し
た。

Ｂ ― ―

看護専門学校の授業料及び入学金、犬等の処分手数料の適切な見
直しを継続実施した。授業料等引き上げによる増収の一部は、情
報科学用パソコンの充実等、学校教育環境の整備に充てた。

・経済的効果額　6,207千円（目標額　6,440千円）

Ｂ ― ―

こども発達センターの一部事業において自己負担額を見直した。
このほか予防接種事業において適正負担に向けた検討を行った
が、実施については見送った（生活習慣病予防の一部自己負担化
については、平成26年度実施を目指し、次年度以降に取り組
む）。

・経済的効果額　290千円（目標額　360千円）

Ｄ 妥当 26年度には実施できるよう25年度の動きに期待する。

「ごみ減量推進検討委員会」において、家庭ごみの有料化などに
ついて検討を進めた。4回の会議を開催するとともに、審議結果を
提言書にまとめ市長へ提出することができた。

Ｂ 要検討
ごみの減量化に向けた経済的手法の導入は市民生活に密接に
関わることから、多くの市民から理解が得られるよう合意形
成に向けた取組が必要と考える。

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

産業部

建設部

総合動植
物公園部
・
教育部

3

総務部

23

23 24 25 26 27

公共施設の保全計画の策定と
将来負担の平準化

経済的効果額目標　2億円

高利率の公的資金について実
施

年次計画・実績

効果目標等

⑮事業の見直しと効率化の徹底

公共施設マネジメントの強化

市債残高（全会計）
現状(H22末見込)1,903億円
を縮減

システム運用開始時期
住基、共通基盤（Ｈ24）

経済的効果額目標 15億円

市債残高の縮減

公用車台数の見直しなど事業の見直し

広報活動経費の効率化など事業の見直し

取組内容 項目数

各種研修受講料など自己負担額の見直しなど

市営住宅の施設使用料の見直しなど

繰上償還（借換）の実施

⑭将来負担の適正化

旅費などの執行経費の効率化と事業の見直し

総務部

財務部

公共工事の適正かつ効率的な執行管理と職員
の技術力の向上

企画部

情報システムの全体最適化の推進

自然史博物館における大型映像観覧料の見直
しなど

大学連携補助金の適正化など補助金、負担金
の見直し

財務部

検討

実施

検討

実施

見直

実施

計画

策定 実施

検討

実施

見直

実施

推進

準備

完了
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中小企業技術者研修受講料及び市民ふれあい農園利用料につい
て、自己負担適正化に向けての検討を実施した。検討を進める中
で、市民ふれあい農園においては、委託内容及び管理運営方法に
ついて見直しを行った。

Ｂ ― ―

一部計画より遅れたものの、新たに植田住宅をはじめ14住宅の駐
車場の有料化を開始した。

・経済的効果額　17,040千円（目標額　24,000千円）

Ｄ 妥当
駐車場整備工事が必要となる住宅の有料化にあたっては、入
居者と十分に協議し、合意形成に努めること。

自然史博物館の大型映像観覧料、視聴覚教育センターのプラネタ
リウム観覧料のほか、家庭教育講座受講料などの見直しを継続実
施したが、ほの国こどもパスポート利用による無料観覧者の増加
等により目標達成には至らなかった。

・経済的効果額　24,686千円（目標額　31,770千円）

Ｄ 要検討
昨年度よりも実績が下がっていることなどから、抜本的な見
直しを検討する必要があるのではないか。

435施設を評価し、設置目的を失った施設等として24施設を公表
したほか、遊休空間の整理及び利活用についての検討や施設群の
エネルギー使用量（原単位）の調査、分析を行った。

Ｂ 要検討
一定の進捗は見られるが、継続事業ということでもあるの
で、より一層努力して欲しい。

将来負担の適正化を図るため、地方債借入額を抑制した財政運営
に努め、地方債残高を前年度に対して37億円縮減することができ
た。

・市債残高（全会計）　（Ｈ24末）　1,789億円

Ｂ ― ―

補償金免除繰上償還の制度を利用し、過去に借り入れた高利率の
地方債を低利のものへ借り換えることにより、将来負担する借入
利息を縮減できた。制度対象分についてはすべて完了した。

・経済的効果額　145,641千円（目標額　142,000千円）

Ｃ 妥当

互助会負担金の引き下げや旅費支給の運用の見直しを継続実施す
るとともに、本庁舎内へ複合機を導入し、プリンタの賃借料など
のコスト削減を行った。選挙管理委員報酬の日額化については実
施を見送った。

・経済的効果額　16,155千円（目標額　10,354千円）

Ｂ ― ―

情報システムの改修内容等の精査による経費の縮減とともに、
ＩＴガバナンスを確立するため調達ガイドラインの運用を開始し
た。

・経済的効果額　39,066千円（目標額　△57,000千円）

Ａ ― ―

公用車における共用車台数の適正化や国税連携の強化による委託
料の縮減などに努めた。

・経済的効果額　8,285千円（目標額　8,976千円）

Ｄ 妥当
昨年度のeLTAXによる見込みミスを今年度修正し、相当の
効果が出たと判断できる。

総合評価落札方式発注の実施、成績評定点等のホームページ公表
など、公共工事の品質及び工事検査における透明性の確保ととも
に、技術職員の技術力の向上に努めた。

Ｂ ― ―

毎年実施していた行政評価の市民意識調査を隔年の実施へ変更す
るなど、諸事業において事務の効率化に努めた。

・経済的効果額　4,415千円（目標額　5,191千円）

Ｄ 要検討
経費削減は必要であるが、廃止することの妥当性について、
例えば意識調査を中止して影響はないのかなど、もう少し理
由付けがほしいところである。

昨年度実施した穂の国森づくりの会負担金の廃止を継続するとと
もに、大学連携調査研究費補助金について、地域との連携を考慮
して精査し、効率的な交付を行った。

・経済的効果額　1,773千円（目標額　675千円）

Ａ ― ―

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

建設部

都市計画部

23 24 25 26 27

年次計画・実績

福祉部

交通安全関係事業など事業の見直し

ペットボトルの拠点収集の廃止など事業の見
直し

各種団体等への補助金、負担金の見直し

効果目標等

休日夜間診療対策事業など補助金、負担金の
見直し

予防接種事業の効率的な実施など事業の見直
し

苗ほ管理事業など事業の見直し

企業誘致活動の効率的な実施など事業の見直
し

産業部

環境部

取組内容 項目数

浄化槽設置費補助金など補助金、負担金の見
直し

ＴＭＯ支援事業など補助金、負担金の見直し

道路台帳のデジタル化による効率化など事業
の見直し

文化市民部

健康部

防犯関係負担金など補助金、負担金の見直し

施設運営費の効率化など事業の見直し
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地域防犯事業や国際協力職員派遣事業の見直しなど、事業の見直
しと事務の効率化に努めた。

・経済的効果額　5,107千円（目標額　5,457千円）

Ｄ ― ―

全国安全都市会議負担金の見直しなど、事業の見直しと事務の効
率化に努めた。

・経済的効果額　351千円（目標額　351千円）

Ｂ ― ―

災害時要援護者支援事業における啓発方法の見直しなど、事業の
見直しと事務の効率化に努めた。

・経済的効果額　743千円（目標額　1,833千円）

Ｄ 妥当
災害時対策などは時代に合わせた対応が求められ、柔軟な対
応が必要である。

各種団体に対する運営補助の適正化を図るなど、事業の見直しと
事務の効率化に努めた。

・経済的効果額　15,509千円（目標額　21,781千円）

Ｄ 妥当
削減は大切であるが、「無駄の判断」は慎重に正しく行うこ
とを期待する。

予防接種委託単価の見直し、食肉検査の検査方法見直しなど、事
業の見直しと事務の効率化に努めた。

・経済的効果額　38,114千円（目標額　41,147千円）

Ｂ ― ―

障害児自立支援医療給付事業における補助対象経費の適正化な
ど、事業の見直しと事務の効率化に努めたが、医療受給者の負担
軽減を目的に行っている市単独の各種上乗せ補助については見直
しを見送った。

・経済的効果額　1,000千円（目標額　1,000千円）

Ｄ 妥当
目標は未達成ながら、一部受給者の救済措置として上乗せ補
助の見直しを見送ったことは相当に適切と判断される。

ペットボトル回収委託を廃止しステーション収集に完全移行する
など、事業の見直しと事務の効率化に努めた。

・経済的効果額　17,634千円（目標額　17,639千円）

Ｂ ― ―

浄化槽設置費補助金の補助対象見直しを継続実施した。太陽光発
電設置整備事業補助金についても補助単価の適正化を図ったが、
補助件数増加に向けた予算の増額を措置したため決算額は増加し
た。

・経済的効果額　47,060千円（目標額　84,563千円）

Ｄ 妥当
昨年同様、市民のニーズに迅速に対応する姿勢は、評価でき
る。しかしながら、同様な対応が2年続いた点は課題であ
り、数値目標算定の根拠を再考すべきではないか。

企業誘致活動事業費における開催経費の見直しなど、事業の見直
しと事務の効率化に努めたものの、不足した立地ガイドを増刷し
たことなどから、目標達成には至らなかった。

・経済的効果額　19千円（目標額　953千円）

Ｄ 妥当
検討課題が企業誘致活動事業であるのは明らかであるので、
効果的に取り組み、目標を達成して欲しい。

新事業創出等支援事業費補助金の見直しなど、事業の見直しと事
務の効率化に努めた。

・経済的効果額　5,062千円（目標額　11,030千円）

Ｄ 妥当

事業補助は事業効果をみて、事業の内容、金額(増、減）を
毎年度検討する必要がある。商店街、まちの活性化の誘導施
策として、行政がどのようにかかわるかによって対応が変
わってくる。また団体補助は団体の事業内容に着目して、時
限を定めて行う必要がある。

25年度の一部運用に向け、道水路地理情報システムの開発に着手
するとともに道路台帳のデジタル化に取り組むなど、24年度業務
を予定どおり完了できた。

Ｂ ― ―

「三ッ口池苗ほ」と「東細谷苗ほ」について、前者は石巻校区自
治会等と協議を行い、緑に触れ合い、地元住民と協働で活用でき
る広場として、後者は地元の小学生を対象とし、どんぐりをテ－
マとした広場として活用することが決定した。

Ｂ 妥当

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

都市計画部

総合動植
物公園部
・
教育部

教育部

12

上下水道局

23 24 25 26 27

効率的・効果的な病院運営の推進
○病床の有効活用　○収入を確保できる診療体制
の確立
○ベンチマーク分析の活用等による経費の節減
○職員の経営参加意識の高揚　○環境負荷逓減へ
の取組　○未収金対策　　○国県補助金の獲得等
○病床数の見直し

環境への配慮
○省エネルギーの推進
○資源の有効活用

消費エネルギーの削減

単年度収支の黒字化(H25)

紹介・逆紹介率（Ｈ25）
紹介率　　60％
逆紹介率　30％

定員管理
現状(H22)　1,084人
目標(H28)　1,163人

周産期医療の充実
○総合周産期母子医療センターの開設
○バースセンターの開設

・総合周産期母子医療セン
ター開設(H26)
・バースセンター開設(H26)

医療水準の向上
○専門スタッフの確保
○病院総合情報システムの検証・評価・活用
○患者満足度調査の活用

病診連携の推進
○地域医療機関との連携強化

豊橋みどりの協会補助金など補助金、負担金
の見直し

効果目標等

年次計画・実績

救急医療の充実
○救急医療の充実

消防車両等の維持管理経費の効率化など事業
の見直し

防災危機
管理課
・

消防本部

社会教育関係団体の補助金など補助金、負担
金の見直し

取組内容 項目数

医療スタッフの確保
○優秀な人材の育成　　　　○医師の処遇改善
○医療スタッフの負担軽減　○労働環境の整備

⑯地方公営企業の経営健全化の推進

自然史博物館の維持管理経費の効率化など事
業の見直し

街頭消火器補助事業など補助金、負担金の見
直し

「患者満足度調査」による患
者満足度の向上

市民病院

実施

設計

工事

施工

工事

施工 開設

実施

設計

工事

施工
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豊橋みどりの協会補助金について、花壇管理の一部を業者委託か
ら直営管理に変更したほか、地元住民へのバス利用促進活動に取
り組むなど、事業の見直しと事務の効率化に努めた。

・経済的効果額　721千円（目標額　4,550千円）

Ｄ 妥当
目標額の達成はできなかったものの、路線バス利用者の増加
促進は利用者確保が必要なことから、補助金増額をしたこと
は評価できる。

消防団車両等設備管理事業、耐震性防火水槽整備事業を始め諸事
業の見直しと事務の効率化に努めた。

・経済的効果額　40,625千円（目標額　28,721千円）

Ａ ― ―

街頭消火器設置等補助金について補助基準の適正化などを引き続
き実施したほか、自主防災組織活動資機材等整備費補助金につい
て適切な指導・助言を行うなど、事業の見直しと事務の効率化に
努めた。

・経済的効果額　7,089千円（目標額　5,182千円）

Ａ ― ―

学校給食の配送委託業務内容の見直しを引き続き行ったほか、二
川宿史料集刊行経費の削減を図った。

・経済的効果額　3,165千円（目標額　4,220千円）

Ｄ 妥当

校区社会教育委員会補助金及び指定校研究費補助金の適正な見直
しを行った。

・経済的効果額　655千円（目標額　655千円）

Ｂ ― ―

研修指導体制を充実するとともに、処遇改善等により医師を始め
とする医療スタッフの確保及び負担軽減を図った。

・定員管理　（Ｈ24）1,087人

Ｂ 妥当
スタッフの養成は重要なことであり、離職者も考えあわせた
ほうがよい。スタッフ一人一人の負担軽減が図られているの
かについての記載が望まれる。

コンビニ受診の自粛啓発と「かかりつけ医」制度の周知に努め、
救急医療の充実を図った。24年度の救急外来患者数（入院となっ
た患者を除く）はインフルエンザの流行などの要因もあり
25,335人となり、前年度に対し増加した。

Ｄ 要検討

インフルエンザのインパクトなどあって、単に目標未達成と
いう評価を行うのではなく、コンビニ受診などとの区別な
ど、救急の効果・あり方について、一層の検討が必要ではな
いか。

総合周産期母子医療センターとバースセンターの開設に向けた病
棟改良工事を行い、24年度業務を予定どおり完了できた。 Ｂ 妥当 当初計画通り、26年度に開設出来ることを期待する。

専門医、認定看護師の確保を図るとともに、高度医療技術等研修
補助制度の導入のほか患者満足度調査を実施した。患者満足度調
査の「総合的満足度」では、入院患者で87.7%、外来患者で
85.0%となった。

専門医　88人　認定看護師　12人（H24）

Ｂ ― ―

連携医療機関数の増加を図るため、市民病院との連携について開
業医に対し積極的な働きかけに努めた。

・紹介・逆紹介率（Ｈ24）
　紹介率　55.3％　逆紹介率　39.6％

Ｄ 妥当
逆紹介率については目標値を上回って推移している。30%
は十分達成できているので連携強化という目標の性格からし
ても次年度は目標値を上げて取り組むとよい。

7対1看護体制の維持とともに、適切な医療の提供や病床の有効利
用、診療材料費などの節減を図り、効率的・効果的な病院運営の
推進に努めた。

収益的収入額 23,920,344千円
収益的支出額 23,535,403千円
収支差額 384,941千円

Ａ ― ―

高効率機器や省エネ制御の導入、休止水源の再利用など、環境に
配慮した設備更新などに取り組んだ。未利用エネルギー活用の事
業化に向けた検討を行い、バイオマス利活用の事業化を決定し
た。

Ｂ ― ―

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨
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部局別行動計画取組状況個別表（続き） 

計画

実績

2

総務部

財務部

158

上下水道局

取組内容 項目数

年次計画・実績

効果目標等
23 24 25 26 27

下水道の普及促進
○水洗化率の向上
○浄化槽の雨水貯留施設転用の推進

水洗化の促進

組織の効率化と人材育成
○効率的な業務執行体制の確立
○技術の継承と職員研修の充実

経営基盤の確立
○財務基盤の強化
○水道料金及び下水道使用料収入の確保
○資産の有効活用

財政収支計画の達成

定員管理
現状(H22)　202人
目標(H28)　194人

お客さま満足度の向上
お客さまサービスの充実
○給水申込窓口業務の充実
○料金窓口業務の充実

広報広聴活動の推進
○お客さまニーズの把握
○広報活動の推進
○貯水槽水道の適正管理

お客さま満足度の向上

経済的効果額目標　30億円

わかりやすい財政状況、財務諸表の公表

⑰市民にわかりやすい財政状況の公表と透明性の確
　保

合　　　　　　計

改革の取組に関し外部視点を導入したオープ
ンな形の検証実施

多角的な視点からの検証

検討 実施

白書

発行

白書

発行

検討 実施

白書

発行
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イベント等でアンケートを実施しお客様ニーズの把握に努めると
ともに、出前講座やこども未来館と協働で子ども向け啓発イベン
トを開催するなど広報広聴活動を推進した。

Ｂ ― ―

下水道への接続要請、下水道の役割や補助制度のＰＲにより、水
洗化の促進に取り組んだ。大岩・二川地区（梅田川北部）は水洗
化率は80.9％となり、浄化槽の雨水貯留施設転用補助金は7件の
活用があった。

Ｂ ― ―

水道の使用開始中止に係る届出方法を簡易化し、土日祝日、夜間
の受付を可能にするなど、サービス向上に努めた。２４年度のイ
ンターネットによる水道の使用開始中止受付件数は1,128件であ
り、前年度比157件増となった。料金窓口業務等の包括外部委託
化に向け準備を確実に進めた。

Ｂ 妥当
インターネットの効果が出ており、新しい発想を取り入れる
柔軟さは良い。

継続的な組織・事務事業の見直しや研修体制の充実などにより、
組織の効率化と人材育成に努めた。

・定員管理　（Ｈ24）195人

Ｂ ― ―

財政収支計画に基づき、継続的な経費削減や収入確保に取り組む
など、経営基盤の確立に努めた。

・経常損益（水道：163,811千円 公共下水：1,816千円）
・市債残高の縮減（地域下水道：22年度比△35,793千円）

Ｂ ― ―

外部検証委員会を設置し、内部評価・書類評価・公開ヒアリング
の実施、報告書の公表を通じて、本取組の効果目標である「多角
的な視点からの検証」の機会を確保し、計画どおり実施した。ま
た、評価基準がわかりづらいなどの課題を洗い出し、評価実施要
領の見直しを図った。

Ｂ ― ―

広報とよはしやホームページを活用し、市の財政状況等をよりわ
かりやすく公表したほか、行財政白書を発行し全世帯へ配布し
た。行財政白書は、前回発行時のアンケートを踏まえ、読みやす
さを確保できる範囲内で紙の質を安価なものにするとともに、あ
らかじめパンチ穴を開けるなどの工夫を施した。

Ｂ ― ―

平成２４年度

主な実施内容及び成果 内部評価 外部評価 外部評価コメントの要旨
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平成２４年度におけるプランの進捗状況について、外部の視点から評価・検証し、次年度以降に

向けての提案を得るとともに、市として積極的に推進している事項を取り上げ、本市行財政改革の

取組を市民に知ってもらうことを目的として実施しました。また今年度は新たに市内3大学と連携

し、学生参加の取組を行いました。 

■開催日時 平成２５年７月６日（土） 午前１０時～午後３時５０分 

■開催会場 豊橋市役所東館８階 東８１・８６会議室（２会場） 

■テーマ数 １０テーマ（市民生活に密接に関わる取組を中心に選定） 

■参加者数 １８０人 

【第１会場（東８１会議室）】 

No. テーマ 所管課（室）名 外部検証委員 

１-１
「のんほいパーク１００万人プロジェクト」の

仕組みづくり 

動植物公園 

自然史博物館 

石 原 俊 彦 

諏 訪 一 夫 

冨 田 真知子 

村 松 史 子 

１-２
豊橋農業を活性化するための農産物ブランド化

の取組 
農業企画課 

１-３ 観光資源のＰＲに向けた関係団体との連携強化 観光振興課 

１-４ 災害時の情報収集・発信の充実 防災危機管理課

１-５
「住みよい暮らしづくり計画」の推進と市民協

働に関する職員意識の醸成 
市民協働推進課

【第２会場（東８６会議室）】 

No. テーマ 所管課（室）名 外部検証委員 

２-１ 公共施設老朽化への対応 ファシリティマネジメント推進室

世 羅   徹 

伊 藤 眞 芳 

大久保 裕美子 

功 刀 由紀子 

２-２
地域が主体的に取り組む健康のまちづくり事業

の推進に向けた支援 
健康増進課 

２-３ 自主的な耐震化への支援と市民意識の醸成 建築指導課 

２-４ 学校給食における民間活力の導入 保健給食課 

２-５ 多様なメディアを活用した広報活動の推進 広報広聴課 

公開プレゼンテーション実施状況 
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１－１ 「のんほいパーク１００万人プロジェクト」の仕組みづくり（動植物公園・自然史博物館）

区 分 内      容 

基本方針 １ 市民等の公益的な地域活動の推進 

重点推進項目 ③ 地域資源の発掘と積極的なプロモーション活動の推進 

取組項目 

総合動植物公園、自然史博物館と周辺の社会教育施設との連携による「のんほい

パーク100万人プロジェクト」の仕組みづくり 

（効果目標等：魅力のあるイベント開催等による集客数の増加） 

各委員の 

意見 

○ 鉄道会社との連携や教育委員会の費用を使い動物園で授業を行うなど全庁的

な体制で集客ＵＰに取り組むことが必要ではないか。 

○ 新幹線から見える展望塔を活用し、動物園の存在をＰＲすればお金がかからず

有効ではないか。 

○ 路面電車や飲食店との共通キップなど民間との連携や、豊橋の玄関口である豊

橋駅を起点に遠方からの客を取り込み、その際には豊橋駅の降りたところに看

板を設置する等、動植物公園まで誘導することが必要である。

市民意見 

○ ラジオＣＭにより若年層の拡大を図るということであるが、若者はラジオをあ

まり聴かないと思う。 

○ 二川駅を利用する人は少ない。豊橋駅からシャトルバスを出した方がよい。 

○ 健康増進のため二川駅からのシャトルバスは不要である。 

意見を踏まえ

ての取組に対

する認識 

豊橋駅への看板設置や展望塔を活用したＰＲなど、積極的な情報発信が大切であ

るという認識のもと費用対効果の観点も踏まえ分析・整理し、今後の効果的なプ

ロモーション活動の推進について検討していきたいと考えています。 
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１－２ 豊橋農業を活性化するための農産物ブランド化の取組（農業企画課） 

区 分 内      容 

基本方針 
１ 市民等の公益的な地域活動の推進 

２ 「自立と責任」の強化に向けた行政体制の整備 

重点推進項目
③ 地域資源の発掘と積極的なプロモーション活動の推進 

⑨ 自治体間の広域連携事業の推進 

取組項目 

１．豊橋産農産物のブランド化を促進するため、「農産物ブランド化のためのプロ

モーション計画」の策定と推進 

（効果目標等：とよはし農産物ブランド化） 

２．農産物輸出の推進に向けた連携強化 

（効果目標等：輸出品目の拡大等） 

各委員の 

意見 

○ ブランド化するには強烈なインパクトを作る必要があることから、豊橋市民が

より地元の野菜を食べるよう、地産地消を誘導するだけではなく、豊橋産の農

産物を食べた場合には何らかのメリットがあるなどの工夫をしてみてはどう

か。 

○ 天伯スイカやキャベツなどは日本中に誇ることのできる野菜であると思うが、

天伯スイカなどインパクトのあるものを都会で販売してみてはどうか。 

○ 戦略３品目から外れた農産物を生産している農家が納得できるよう、生産者の

増加という最終目標に向けてブランド化の取組を強化してもらいたい。 

○ 有名料亭などにプロモーションし、豊橋産の野菜を使用してもらうことでブラ

ンド化が図れるのではないか。プロモーション先をどこにするかは重要であ

り、ストーリーを描いてマーケティングしていくと上手くいくかもしれない。

店頭に商品がたくさん並ぶことがブランド化ではなく、豊橋の野菜はすばらし

いと認識してもらうことがブランド化ではないか。 

市民意見 
戦略 3品目にこだわる必要があるのか。インパクトも弱く、好き嫌いが多い品目

だと思う。 

意見を踏まえ

ての取組に対

する認識 

本市の農産物プロモーションは戦略３品目に重点を置いて実施しますが、必ずし

もそれのみの活動ではありません。戦略３品目以外の品目についても活動は行っ

ていきます。 

今回いただいた皆様のご意見を今後の参考とさせていただき、より一層効果的な

プロモーションに努めていきたいと考えています。 
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１－３ 観光資源のＰＲに向けた関係団体との連携強化（観光振興課） 

区 分 内      容 

基本方針 １ 市民等の公益的な地域活動の推進 

重点推進項目 ③ 地域資源の発掘と積極的なプロモーション活動の推進 

取組項目 

観光資源の魅力とPRの促進に向けて豊橋観光コンベンション協会等との連携強化

（効果目標等：観光イベント、コンベンション参加者数 

現状（H21）１０３万人 目標（H27）１１５万人） 

各委員の 

意見 

○ 総合的な観光戦略ではどこも同じでぼけてしまうので、ポイントを絞って豊橋

ならではの良さをＰＲしてもらいたい。 

○ 各種学会誘致の成果は評価できる。市民総おどりは昔に比べると単調になって

いるので、工夫が欲しい。 

○ 豊橋まつり等既存の毎年行うイベントに多少の付加価値を付けているだけで

はいつまでたっても難しいと思う。目標を達成するためのきめ細やかな戦略が

欲しい。 

○ 尼崎市は観光都市ではないが文化遺産、湯たんぽ、高級クッキーなどをコンテ

ンツに「るるぶ」を作っているので参考してはどうか。また美術博物館など文

化施設を観光に結びつけるとよいと思う。 

市民意見 

○ 観光計画に吉田城が含まれていない。歴史に関する観光をしてほしい。 

○ 観光情報発信としてネット、ツイッターが重要であると考えるので充実して欲

しい。 

意見を踏まえ

ての取組に対

する認識 

豊橋市を強く印象付け、来訪を促すため、シティプロモーションの主要コンテン

ツである「手筒花火」、「市電」、「総合動植物公園」、「食文化（豊橋カレーうどん

等）」に重点を絞った観光誘致事業の展開について、市民・民間団体との協働を深

め、積極的な取組を進めるとともに、効果的な情報発信としてＳＮＳの活用に取

り組みたいと考えています。 
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１－４ 災害時の情報収集・発信の充実（防災危機管理課） 

区 分 内      容 

基本方針 １ 市民等の公益的な地域活動の推進 

重点推進項目 ⑤ 行政情報の積極的な受発信と地域情報の共有化 

取組項目 

災害時の情報収集・発信の拠点となる登録事業所等（災害情報ステーション）の

拡大 

（効果目標等：登録事業所 現状（Ｈ22） １４５事業所 

目標（Ｈ27） ３００事業所） 

各委員の 

意見 

○ 役所は情報発信が得意だが受けるのが弱いと思う。大きな災害だけが危機管理

ではない。いち早く民間から情報をもらう体制づくりが重要である。 

○ 災害情報ステーションの候補となる事業所が少ない地域への対策が必要であ

る。 

○ 災害情報ステーションの登録事業者数が１３８から膠着している現状をやむ

を得ないと考えていることが問題である。事業所以外の人などを取り込むなど

視点を変えてはと思う。 

○ 事業者とのパートナーシップにおいて、商工会議所と連携するなど、特に中小

企業とのパートナーシップ強化に努めるなどの工夫が必要である。 

市民意見 

○ 災害情報のためのスマホのアプリを作り、自宅や現在地に近い避難所を表示さ

せることができたらよいと思う。 

○ 災害情報を市民へ発信するだけでは十分とは言えない。災害情報を活用するた

めの市民に対する訓練も大事である。 

○ 市の大きな施設、例えばライフポートで地震や津波が来たら不安に思う。公共

施設にいた場合の避難経路や避難手順を確立して欲しい。 

意見を踏まえ

ての取組に対

する認識 

訓練を実施するなど取組内容の強化に努め、情報伝達手段の複線化の一層の強化

に取り組み、その上で災害情報ステーションの登録事業所の増加に取り組んでい

きたいと考えています。 
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１－５ 「住みよい暮らしづくり計画」の推進と市民協働に関する職員意識の醸成（市民協働推進課）

区 分 内      容 

基本方針 １ 市民等の公益的な地域活動の推進 

重点推進項目
② 地域団体等との協働事業の推進 

⑥ 行政の協働推進体制の強化と効果的な支援策の推進 

取組項目 

１．地域の身近な課題に共に取り組むため、「住みよい暮らしづくり計画」の参

加校区の拡大と体制づくりを支援 

（効果目標等：参加校区数（累計）  現状(H22)  ４校区 

目標(H27) １９校区 

２．市民協働に関する職員研修の充実 

（効果目標等：市民協働に関する職員意識の向上） 

各委員の 

意見 

○ この計画は、現時点では、行政が各校区の自治会などを通じて地域住民を先導

していくものである。将来的に地域住民が自主的、自律的にまちづくりを行う

ために、行政から地域にまちづくりなどを移転させる時期や方法を考えて取り

組んで欲しい。 

○ 平成 24年度までに「住みよい暮らしづくり計画」の参加校区が11校区とな

ったが、全体に広がれば5倍近くになり、さらなる取組を期待したい。 

○ 実施にあたっては、参加校区のリーダーの資質や、行政のフォロー体制などが

重要となる。職員研修についても、受講させるための体制が重要になることか

ら、これらの点に留意し取り組んでもらいたい。 

○ 例えば、人口100万人規模のバーミンガム市では、校区単位で市議会議員が

選出され、月収10万円程度で活動している。この制度では校区単位の意見や

地域の問題点などを議会に反映できる。我が国の制度とは異なるが、自治会の

課題などを市議会・市政に反映させる計画作りの参考となるのではないかと考

える。 

市民意見 

市民協働の進め方が実態とかけ離れている。例えば、自治会長の仕事は、交通・

環境など多く、これに加えて計画の取組を行うとなると厳しい。また、市役所と

の連絡方法がいまだに郵送・ＦＡＸであり、インターネットを用いた方法（Ｅ-mail

など）を採るべきである。 

意見を踏まえ

ての取組に対

する認識 

多様化する地域の課題やニーズに対応するには住民自らがまちづくりに参加しや

すい環境づくりが重要であり、各校区の実情に合わせながら「住みよい暮らしづ

くり計画」取組校区を拡大し、そのための体制づくりとして地域リーダーの育成、

職員によるフォロー体制の強化、職員研修の実施等の充実を図っていきたいと考

えています。 
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２－１ 公共施設老朽化への対応（ファシリティマネジメント推進室） 

区 分 内      容 

基本方針 ３ 財政運営の自立性・健全性の確保 

重点推進項目 ⑭ 将来負担の適正化 

取組項目 
公共施設マネジメントの強化 

（効果目標等：公共施設の保全計画の策定と将来負担の平準化） 

各委員の 

意見 

○ 「ファシリティマネジメント」という言葉や内容・手法が市民には分かりにく

いことから、市民に認知してもらう努力をしてもらいたい。 

○ 中核市における人口 1 人当りの延べ床面積の平均を基準として示すのではな

く、必要な市民サービスを提供するために適切な規模はどの程度かという観点

から計画を作成して欲しい。 

○ 人口減少の中、今後多くの施設を維持していくのは困難となり、全国的に施設

数を減少していく方向になると思われる。その際、数の多い教育施設などが主

な対象となるが、道路や橋梁・公園なども対象となり、長寿命化や改修計画を

ＦＭの観点から行う必要がある。市民への影響が大きいものであるが、行政的

で分かりにくので具体的施設を例に、関係各課と協議連携しながら、市民に説

明していく必要がある。 

市民意見 
施設の長寿命化を目的とした改修をするうえで、将来的に小学校を高齢者施設に

使えるよう改修するなどの取組が必要だと思う。 

意見を踏まえ

ての取組に対

する認識 

公共施設の管理運営を総合的・中長期的な視点から行うファシリティマネジメン

トの推進にあたっては、市民意識の醸成が最も重要な要素であるため、今後も分

かりやすい説明と情報提供に努め、施設の計画的な保全による長寿命化、施設機

能の複合化及び改修・修繕にかかる費用の平準化等を図っていく必要があると考

えています。 
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２－２ 地域が主体的に取り組む健康のまちづくり事業の推進に向けた支援（健康増進課） 

区 分 内      容 

基本方針 １ 市民等の公益的な地域活動の推進 

重点推進項目 ② 地域団体等との協働事業の推進 

取組項目 

地域コミュニティの主体的な健康づくり活動の活性化を図るため、健康のまちづ

くり事業への参加校区の拡大とプランづくりを支援 

（効果目標等：新規参加校区  現状(H22)  ３校区 

目標(H27)   ５校区） 

各委員の 

意見 

○ 健康のまちづくりは多岐にわたることから、他の課との連携を強化し、推進し

てもらいたい。 

○ １、２年目は行政が地域をしっかり支援し、３年目は地域が独力で事業を実施

できることを目指すという内容だが、独立が図られていない事例が多く、この

まま新規開拓すると行政の負担が増えていくことから、その点を留意して取り

組んでもらいたい。 

○ 新規地区が広がらない理由として、事業推進に対するメリットが伝わっていな

いのではないか。単にウォーキングに参加すれば良いというわけではなく、健

康になることで医療費が下がるという成果を可視化してメリットを伝えれば

主体的に参加する人は増えると思う。

○ 新規地区の参加が少なく苦労しているのがわかるが、健康になればよいことば

かりである。そのことが伝わりやすいように、医療費の件のように健康づくり

を指標化することが重要である。行政の関わり方は難しいが、少しずつ主体を

市民に移していくことは重要なテーマである。複数の団体、複数の課が関わっ

ているが、大事なテーマをしっかりと共有して各々協力しながら活動して欲し

い。高齢者以外でも世代を超えて活動が広がると良い。 

市民意見 

○ スポーツイベントカレンダーやカロリー測定のできるスマホアプリを作成し

てはどうか。 

○ 高齢者がゲートボールなどをしている光景を見かける。子供の時からそのよう

なスポーツとふれあう機会があれば世代を超えた交流ができる。

意見を踏まえ

ての取組に対

する認識 

地域団体等への継続支援の必要性や、他課との連携、市民にわかりやすい成果の

示し方、人材育成等が重要だと感じており、事業の見直しをしていきたいと考え

ています。 
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２－３ 自主的な耐震化への支援と市民意識の醸成（建築指導課） 

区 分 内      容 

基本方針 １ 市民等の公益的な地域活動の推進 

重点推進項目 ① 市民の自主的・自立的な活動の推進 

取組項目 

市民の生命や財産を守るため、自主的な耐震化の取組を支援するとともに耐震化

に関する市民意識の醸成 

（効果目標等：住宅の耐震化率の向上） 

各委員の 

意見 

○ 24年度の耐震改修実績をみると啓発活動が功を奏していない。啓発活動その

ものの再考が望まれる。 

○ 災害マップと建築物被害想定を重ね合わせたマップを作り、啓発に役立てても

らいたい。 

○ 倒壊の恐れのある古い建物のある地域を示したマップを災害マップと合わせ

てホームページなどで公表してはどうか。 

○ 豊橋市の耐震化率 83.9％は比較的高い方だと思われるが、まだ約 2 万 2 千

棟が耐震化されておらず、今までの進捗状況で計算すると約200年かかる。

いつまでにどのようにするか財政的な面も含めた計画策定・終期設定を検討す

る必要がある。建物の耐震化は個人の受益のためと感じるが、市全体や地域の

安全対策としていかに大切かを打ち出して啓発していくことも大切である。

市民意見 

○ 耐震診断を受けた数はあまり変わらないのに耐震化した棟数は減っている。経

済的理由なら改修コストを下げる努力や、シェルター設置の方が安いのならそ

ちらを増やすようにしたらどうか。 

意見を踏まえ

ての取組に対

する認識 

耐震化が個人の問題ではなく、地域の安全性の問題であるとの認識の中で、災害

マップ等を活用した地域に対する耐震化の啓発活動を検討していきたいと考えて

います。また、耐震化の実績につながるような工法等の検討についても、事業者

との連携を含め検討していきたいと考えています。 
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２－４ 学校給食における民間活力の導入（保健給食課） 

区 分 内      容 

基本方針 １ 市民等の公益的な地域活動の推進 

重点推進項目 ④ 企業の公益的な活動への参画機会の拡大による良質なサービスの提供 

取組項目 
学校給食調理業務における民間活力導入の拡大 

（効果目標等：効率的・効果的な学校給食の提供） 

各委員の 

意見 

○ 民間ノウハウを活用するために連絡会議の内容を公表してはどうか。 

○ 豊橋市はＰＦＩによる10%経費削減などコスト管理がうまくできている。ま

た委託化することで調理員の雇用期間を限定できるなどメリットもあること

から、職員の配置転換の対応も考慮しながら民間活力の導入を進めていくべ

き。その結果どのような効果があったかを積極的に公表していくことも必要で

ある。 

市民意見 
○ 学生時代冷たいアイスや温かいスープが嬉しかった。委託化による給食の提供

サービスの質が低下しないよう注意して欲しい。 

意見を踏まえ

ての取組に対

する認識 

より身近に給食を感じてもらえるよう積極的な情報提供を行っていくとともに、

民間活力の導入について、引き続きＰＦＩ方式、直営方式など比較検証を進める

中で、今後の方向性を決定していきたいと考えています。 
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２－５ 多様なメディアを活用した広報活動の推進（広報広聴課） 

区 分 内      容 

基本方針 １ 市民等の公益的な地域活動の推進 

重点推進項目 ⑤ 行政情報の積極的な受発信と地域情報の共有化 

取組項目 

多様なメディアを活用した広報活動の推進と双方向の情報受発信の効率的・効果

的な仕組みの充実 

（効果目標等：開かれた市政の推進と協働意識の醸成） 

各委員の 

意見 

○ ホームページを見ることのできる環境の人が若い層を中心に８割にもなると

のことだが、高齢者を中心に使えない人もいる。そういった人がいることも留

意して取り組んで欲しい。 

○ サーバーはティーズに置かれているとのことだが、災害時ではどこにサーバー

があるのかが重要となる。全部が難しくても一部はクラウドにしてはどうか。

○ １５年程前までは行政情報は手に入らない時代であった。今では民間のホーム

ページよりも行政の方が必要な情報が手に入りやすい時代へと大きく変化し

た。どんなに情報の伝達手法が発達しても、ついていけない人は必ずいる。そ

のような人たちへのケアも必要である。ＳＮＳについては、市民の要望の強い

分野等を中心に精査すれば、効率的・効果的に使えると思う。豊橋はシティプ

ロモーション活動も活発で広報紙もきれい。今後も豊橋を全国に発信して欲し

い。

市民意見 今回のプレゼンはフェイスブックで知った。更なる充実を望む。 

意見を踏まえ

ての取組に対

する認識 

市政情報を市民の皆さんと行政とが共有できるよう、様々な媒体を活用した情報

発信の充実を図っていきます。ホームページについては、豊橋市の魅力を発信し

つつ、誰もが使いやすいものになるようリニューアルを進めていきます。 
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資料１ 豊橋市行財政改革プラン外部検証委員会委員名簿 

役 氏  名 役   職   等 

委 員 長 石 原 俊 彦 関西学院大学専門職大学院教授 

副委員長 世 羅   徹 
有限責任監査法人トーマツ パートナー 

公認会計士 

委  員 伊 藤 眞 芳 
税理士法人トリプルエー代表社員 

公認会計士・税理士 

委  員 大久保 裕美子 
とよはし女性フォーラム会員 

元豊橋市教育委員 

委  員 功 刀 由紀子 愛知大学地域政策学部教授 

委  員 諏 訪 一 夫 
名古屋市人事委員会委員長 

元名古屋市総務局長 

委  員 冨 田 真知子 
花田校区「花いっぱいのまちづくりの会」会員 

有限会社エム・プロダクツ代表 

委  員 村 松 史 子 
株式会社オフィスサポートセンター取締役 会長 

豊橋創造大学短期大学部准教授 
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資料２ 平成２５年度豊橋市行財政改革プラン公開プレゼンテーション アンケート調査結果

１．調査概要

目　　的： 来年度以降の運営方法改善の参考とする
回答者数： ９1人（来場者数１８０人、回答率50.5％）

２．調査結果

 問１．あなたのお住まいは  問２．あなたの性別は

 問３．あなたの年齢は

(1)男性

(2)女性

(3)合計

⑥60歳代 16人 17.6%
⑦70歳代以上 10人 11.0%

⑤50歳代 16人 17.6%
④40歳代 16人 17.6%

28.6%

⑥60歳代 2人 10.0%
⑦70歳代以上 0人 0.0%

③30歳代 5人 5.5%

⑤50歳代 3人 15.0%

①10歳代 2人 2.2%
②20歳代

①10歳代 2人 10.0%
②20歳代 9人 45.0%
③30歳代 0人 0.0%
④40歳代 4人 20.0%

26人

⑤50歳代
⑥60歳代
⑦70歳代以上

14人
10人

18.3%

①10歳代

①男性 71人

0人 0.0%
23.9%
7.0%
16.9%

②20歳代
③30歳代
④40歳代

17人
5人
12人
13人

19.7%
14.1%

78.0%
②女性 20人 22.0%

78.0%
22.0%

①市内
②市外

71人
20人

市内 71人
78.0%

市外 20人
22.0%

男性 71人
78.0%

女性 20人
22.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
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90%

100%

男性 女性 合計

70歳代
以上

10人
14.1%

60歳代
14人
19.7%

50歳代
13人
18.3%

40歳代
12人
16.9%

30歳代
5人7.0%

20歳代
17人
23.9%

20歳代
9人
45.0%

10歳代
2人
10.0%

40歳代
4人
20.0%

50歳代
3人
15.0%

20歳代
26人
28.6%

40歳代
16人
17.6%

30歳代
5人 5.5%

50歳代
16人
17.6%

60歳代
16人
17.6%

70歳代
10人 11.0%

60歳代
2人
10.0%

10歳代 2人 2.2%
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 問４．プレゼンテーションのことを何で知りましたか（複数回答可）

⑧その他 *

*フェイスブック、市からの案内文書など

 問５．プレゼンテーション項目の中で関心の高い項目をご記入ください（３つまで）

 問６．配付資料はいかがでしたか

③分かりにくかった *

* 主な意見

・字が小さくて見づらいものがあった。（５人）

②市のホームページ
①広報とよはし

③チラシ
④新聞

⑨2-4（民間活力導入）

15人 15.2%

30人 30.3%

⑤ラジオ
⑥テレビ

⑦家族・友人・知人
　などから

3人 3.0%
0人 0.0%
0人 0.0%

23人 23.2%
18人 18.2%
6人 6.1%

4人 4.0%

21人 10.1%
⑦2-2（健康支援）
⑧2-3（耐震化支援）

⑤1-5（市民協働）

30人

⑨不明

28人 13.5%

⑥2-1（公共施設）

①1-1（のんほいﾊﾟｰｸ）
②1-2（農産物ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化）
③1-3（観光資源PR）
④1-4（災害情報発信）

14.4%
24人 11.5%
25人 12.0%
20人 9.6%

13人 6.3%
13人 6.3%

①分かりやすかった
②ふつう 42人 46.2%

14人 6.7%

⑪不明
⑩2-5（広報活動） 11人 5.3%

9人 4.3%

8人 8.8%
5人 5.5%

36人 39.6%

④不明

広報

23人
23.2%

ホームページ

18人
18.2%

チラシ

6人 6.1%新聞

3人
3.0%

家族等

15人
15.2%

その他

30人
30.3%

不明 4人 4.0%
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 問７．質疑等のやりとりはいかがでしたか

④よくなかった *

* 主な意見

・より多くの具体策を出すとよいと思う。

・市民にわかりやすい質疑にすべきである。

 問８．１項目あたりの時間配分はいかがでしたか

 問９．プレゼンテーションを通じて市の行財政改革の取組に対する理解は深まり
 問９．ましたか

①長かった
②ちょうどよい

2人
67人

2.2%
73.6%

20人 22.0%
40人 44.0%

①とてもよかった
②よかった
③ふつう

⑤不明

18人 19.8%

4人 4.4%
9人 9.9%

③深まらなかった 12人 13.2%
④不明 8人 8.8%

17人
5人

①深まった 61人 67.0%
②どちらでもない 10人 11.0%

18.7%
5.5%

③短かった
④不明

とてもよかった

20人 22.0%

よかった

40人
44.0%

ふつう

18人
19.8%

よくなかった

9人 9.9%

不明

4人
4.4%

長かった 2人 2.2%

ちょうどよい

67人 73.6%

短かった

17人 18.7%

不明 5人 5.5%

深まった

61人 67.0%

どちらでもない

10人 11.0%

深まらなかった

12人 13.2%

不明

8人
8.8%
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問１０．全体を通じて、お気づきの点等ございましたら、自由に記入してください 

・外部の委員の方や一般市民の方の意見で非常に良いものが多く、外部の方の意見を聞くという

ことはとても良いことだと思った。また、市内の人、市外の人それぞれで違った見方があり、

大変勉強になった。 

・大学生の聴講者が多く驚いた。授業に関連しての参加かもしれないが、この年代から市政に関

心をもつということはとてもすばらしいと感じた。 

・市民から多くの意見がでて充実した公開プレゼンテーションになったと思う。 

・昨年より参加者が多く、市民も大変興味をもっていると感じた。あとは委員や市民からの質問

と行政側の答えがかみ合わない。もう少し質疑応答の時間を増やして欲しい。 

・企画をして何か事を進めなければという気持ちが先に動いて、現状の問題点に対して本当に必

要なのか考えされられるものが多々あった。これによりどれだけの効果が出るかシミュレーシ

ョンを先に出す必要があると感じた。 

・最初の説明を行政のプロとしての説明でなく、もう少し簡単に一般市民の目線での説明とした

方がよいのではと感じた。 

・委員の質問に対して所管課の回答がずれていたり、明確でない場面が多かった。 

・「行財政改革プラン」ということだが、これは成果発表会という気がする。取組に対する疑問を

答えることが果たして改革となるのだろうか。 

・同時進行で発表を行っているため、参加できないテーマができてしまう。 

・市民からは市全体の考えや方向性を聞かれるが、答えが部局の範疇にとどまっている。 

・パワーポイントが見にくいものがあった。プレゼンテーションが下手。外への発信が弱いのが

少し残念。しかし、豊橋に対する理解はかなり高まった。 

・豊橋市全体をアピールする訴求力、迫力がやや乏しい。特色づくりを民間と協働して盛り上げ

ていくべきと思う。 

・今回のプレゼンテーションで豊橋市の行政計画についてより詳しく知るきっかけとなり、質疑

応答の時間に質問もできたのでとてもよかった。市の取組を知るきっかけとなったので、公開

プレゼンテーションについての宣伝を強化し、参加人数が増えていけばいいと感じた。 

・市の事業について具体的に知ることができてよかった。今後もこういったプレゼンテーション

の機会をもってほしいと思った。 

３．アンケート結果のまとめ 

市内３大学と連携した学生参加の取組などにより、参加者全体に占める若年層と女性の割合が

初年度よりも高まり、幅広い年齢層等に対してプレゼンテーションを行うことができました。 

また、参加意識の醸成及び取組内容の理解促進を図るため、会場レイアウトの改善や質問の時

間の設定、分かりやすい資料作りに取り組んだ結果、質疑等の充実度、配付資料の分かりやすさ、

行財政改革の取組に対する理解度のそれぞれにおいて、初年度より高い評価となりました。 

一方、配付資料については、「わかりやすかった」との回答が初年度よりも13ポイント強高ま

りましたが、同回答の全体に占める割合は4割弱であることから、職員のプレゼンテーション能

力の向上とあわせ、分かりやすい資料作成について更なる工夫が必要であると考えています。
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